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め  に

2 1 世 紀 を 目前 に控 え、 情 報 化 の 流 れ は情 報 通 信 技 術 の

飛 躍 的 な 発 展 を背 景 に 加 速 し、 地 球 的 な規 模 で 距 離 や 時 間

の制 約 が 解 消 され つ つ あ ります。 そ して、 情 報 化 の 進 展 は、

私 た ち の 日常 生 活 や 産 業 ・経 済 分 野 な ど社 会 の様 々 な分 野

に、 新 しい可 能 性 を もた ら して き て い ます。

この よ うな本 格 的 な高 度 情 報 通 信 社 会 が 到 来 しつ つ あ る

中、 本 市 に お きま して も、 主 体 性 と独 自性 を発 揮 しな が ら

は

情報化を積極的に推進 し、市民生活の向上や地域経済の活性化を一層図ってい

く必 要 が あ る と思 つて お ります。

この 「鹿 児 島市 地 域 情 報 化 計 画 」 は、 地 域 特 性 や 市 民 二一 ズ を踏 ま え、 本 市

が 情 報 化 を推 進 す る に あた って の 基 本 的 な考 え方 や 施 策 等 を体 系 化 した もの で

あ り、 計 画 的 か つ総 合 的 に進 め て い くた め の 指 針 とな る もの で あ りま す。

計 画 に掲 げ ま した 様 々 な 分 野 に お け る情 報 化 施 策 を着 実 に 実 施 し、 『個 性 あ

お、れ る情 報 資源 都 市 ・鹿 児 島 の創 造 』 を実 現 して ま い りた い と考 えて お ります。

この 計 画 の 推 進 に あ た りま して は、 市 民 の 皆 様 を は じめ、 企 業、 大 学 な ど地

域 全 体 が 一 体 とな って 取 り組 ん で い くこ とが 重 要 で す。 私 も、 情 報 化 の 推 進 に

全 力 を傾 注 し取 り組 ん で ま い る所 存 で ご ざ います の で、 皆 様 の 一 層 の ご理 解 と

ご協 力 を お願 い 申 しあ げ ま す。

最 後 に、 本 計 画 の 策 定 に際 し、 大 変 貴 重 な ご意 見 や ご提 言 を いた だ き ま した

東 京 大 学 の 月尾 嘉 男教 授 を座 長 とす る鹿 児 島 市 地 域 情 報 化 推 進 懇 話 会 の 委 員 の

方 々、 並 び に 関 係 の 皆 様 に 心 か ら感 謝 申 し上 げ ます。

平 成 1 0 年 3 月

鹿児島市長 赤 崎  義 則
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鹿児 島市地域情報化計画 について

1趣  旨

最近、 コン ピュー タの小型化や高性能化な ど情報処理技術が急速に進展 し、また光ファ

イバー、イ ンターネ ッ ト、携帯電話な ど新 しい情報通信基盤の整備 が進 め られています。

実際、情報通信に関す る新 しい技術や機器 は、私たちの生活や仕事の中に急速な勢いで

普及 し浸透 して きています。

本格的な高度情報通信社会を迎えつつある今 日、情報化への取 り組みを積極的に展開 し、

市民生活 をさらに向上 させ、また地域経済の活性化 を図つてい くことが、来るべき21世紀

に向けて極めて重要な取 り組み となってきています。

この計画は、本市の情報化を推進す るにあたっての基本的な考え方や施策等を体系化 し

た ものであ り、計画的かつ総合的に事業を進めてい くための指針 とす るものです。

2計 画期間

計画期間は、平成10年度 (19 9 8年度)か ら概ね10年間とし、できるものから順次取 り組

んでいきます。

なお、情報通信技術の進展は日進月歩であることから、必要に応 じ柔軟に見直すものと

します。



鹿児島市地域↑肯報化計いRこついて
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地域 情 報 化 の捉 え方

本計画では、地域情報化を次のように捉 えています。

まず、情報化 を進めるためには、それを支える情報通信基盤の整備 が必要です。

日常生活において道路や鉄道、空港、港湾等の社会資本が基盤 として必要で、 し

かもそれは渋滞のない道路、料金の安い高速道路、路線が充実 した空港な ど、より

利便性の高い ものが求め られます。 同様に、情報化でも、光ファイバーのような高

速で容量の大 きい情報通信ネ ッ トワークや情報化に対応できる人材 といった基盤の

整備 が基本 とな ります。

そ して、基盤 の上に、具体的なシステムの中身であるアプ リケーシ ョン ・コンテ

ン トの開発 があ ります。開発では、市民が求めているシステムを開発 してい くこと

が重要です。

さらに、開発 されたアプ リケーシ ョン ・コンテン トが社会の中で有効に活用 され、

本当に役立つシステムとなるためには、社会の仕組みづ くり、社会全体の推進体制

の整備 に取 り組む必要があ ります。

このよ うなことか ら、本計画では情報化を 『情報通信基盤→アプ リケーシ ョン ・

コンテン ト→社会システ去』 で捉 えることとします。

計画編では、第 2章 「情報化の基本的な考え方 とその方策Jで アプ リケーシ ョン

・コンテン トを、第 3章 「情報通信基盤整備に対す る考え方」で情報通信基盤 を、

そ して、第 4章 「情報化の円滑な推進のために」で社会システムを、それぞれ触れ

ることとします。
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第1章 本市が情報化を進める背景

第 1章  本 市が情報化を進める背景

2 1世紀 に向けてのカ ウン トダウンが開始 されま した。

本格的な高度情報通信社会 を目前に控え、来るべ き新 しい時代が、あ らゆる市民にとっ

て、よ り豊かで暮 らしやすいまちであるためには、情報化への対応 を積極的に展開 させて

い く必要があ ります。

では、なぜ今、情報化なので しょうか。

情報化 はあくまで手段であって、そのこと自体 を目的 とすべ きものではあ りません。

本市において も、急速な勢いで進展 し続 けている情報通信技術 を積極的に活用 してい く

ことで、従来の取 り組みが さらに強力に推進 された り、様 々な課題 を解決す る切 り札 とな

つた り、また本市の個性や魅力が さらに高め られた りす ることになるわけです。

本音では、 「高度情報通信社会が本市にどのよ うな可能性 をもた らすのか」 「本市の現

状や課題は何があるのか」 と ,/た 本市が地域情報化 を進める背景について見ていきます。
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Ｌ

1 - 1
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1-1 高 度情報通信社会で高まる本市の可能性

本格的な高度情報通信社会の到来は、新 しい社会を実現 していきます。その最 も大きな

特徴は、距離、時間、場所を意識 させない社会です。

(1)距離 を意繊 しない社会

情報通信 を利用す る陳、従来は距離が離れれば離れ るほど料金が高 くなつていま

したが、次第に均一料金が可能 となつてきています。例えば、イ ンターネ ッ トの

場合は、世界中どこでも同 じ料金です。

これか ら、ますます距離を意識せずに通信できる社会が実現 されて くるわけです。

(2)時間 を意脱 しない社会

情報通信 を利用す る際、従来は利用時間に比例 して料金が高 くなつていま したが、

定額料金が次第に実現 されてきています。例えば、NTTが 平成 8年 12月に開始

した OCNサ ー ビスは、毎秒司陽監,ビットの回線が定額で使い放題です。

これか ら、ますます時間を気にす ることなく通信できる社会が実現 されて くるわ

けです。

(3)場所 を意識 しない社会

現在、携帯電話や PHSが 爆発的に普及 してお り、固定電話や ファクシミリを抜

く勢い となつてきています。また、 PHSを 中心にデジタル方式が採用 されてき

てお り、携帯端末 として、音声や画像、文書な どの送受信が どこにいなが らでも

可能 となつてきています。

これか ら、ますます移動通信手段が普及 し、場所を意識せずに通信できる社会が

実現 されて くるわけです。



第 1章 本市が情報化を進める背景

パ ソコンや携帯電話な どの情報通信機器の急速な普及や光 ファイバー網の構築状況を見

て も明 らかなよ うに、高度情報通信社会はかな りのス ピー ドで実現 されつつあ ります。

このことは地方が発展す る うえで、これまで障害 となつていた距離的 ・時間的ハ ンデ ィ

を解消す る画期的な手段 となるものです。情報化の進展により、地方においても中央 と同

じレベルのもとで、様々な課題の克服に取 り組める可能性が出てきた と言えます。

本市で もこれまでの社会経済活動の中で、地理的な条件により不利益を被 っていた要素

がな くな り、南の拠点都市 として、 さらに大きく飛躍できる可能性が広がってきたわけで

す。

従つて、本市は早急に情報化への対応 を図る必要があ ります。対応が遅れた り、何 も対

策 を講 じないままでは、将来情報化の進んだ地域 との格差が拡大 して しま う可能性す らあ

ります。今ま さに情報化によ り、地域が本 当にや りたいこと、市民にとつて役立つサー ビ

スを実行 していかな くてはな りません。



高度情報通信社会 とは

従来のヨンピュータはスタン ドアローン型の単独で しか使用できない ものであ り、

ソフ トウェアによつて様々な情報処理を行 うための道具で した。 しか しなが ら、情報

通信技術が飛躍的に進展 し、これが通信ネ ッ トワークに接続 して使われ るよ うにな り

ま した。

コンピュー タが世界全体につながつてグローバルなネ ッ トワークを形成 し、さらに

一方通行ではな くインタラクテ ィブ (双方向性)な 世界を現実のものに しま した。

このような情報処理 とネ ッ トワーク通信がボーダレスになつたことによ り実現 され

る社会 こそが、高度情報通信社会なのです。

高度情報通信社会の特徴 としては 「ネ ッ トワーク化」、
＼ 「デジタル化」、 「マルチ

メデ ィア化」が挙げ られ、これにより私たちの社会は大きく広がっていきます。

高度情報通信社会の特徴

→P87 資 料編IV-1参 照

ネノトノ~ク を

(広域化、地域問格差の是正)

デジタルを

(高速、大容量化)

機会均等化の広が り



第 1七 本市がlll報化をlltめる背景

1 - 2  本 市の現状 と課題

時代は今、大きな転換期を迎えています。市民の価値観やライフスタイルが大きく変わ

る中、豊かな市民生活を確保するためには、効率性の向上とあわせて個性や質の向上が求

められています。

このような時代の中で、本市はどのような現状にあつて、どんな課題を抱えているので

しょうか。ここで本市の現状 と課題について整理 してみます。

I少 子化、高齢化の進行 /

わが日 の人 ″は、

は疲少局 所 だス るこ

進 行 してレヽます。

少子をだよク″びが筋をしてきておク、2Fを々 初頭7t‐は、人r7

とがた要と考えられてレヽます。また用貯た高齢をも、まクー唇

本市の人 日は緩やかな増力口傾向にあ ります。

高齢化 を65歳以上の高齢化率で見ると、年々増カロ傾向にあ り、すでに高齢社会 といわれ

るライ ンに達 しています。また、合計特殊出生率は最近 14人 程度で推移 してお り、少子

化の傾 向にあ り、今後の見通 しとして も厳 しい状況にあ ります。

人 口に関す る動向は、福祉、産業、地域開発、社会資本など各種の施策 と密接な関係 を

持つ ものです。福社の一層の充実や労働力の確保など住み良い都市をめざして、総合的な

取 り組みが必要です。

→P78 資 料編 1-1参 照



I 防  災

わが目では、阪神 ・済搭大震災以降、待だ市民の″愛への腐心が言まク、危機 管

理な材の戸溝舞、何人やヨミュニアィレベル での級 ク滋みなどが夢んになってきて

レヽます。

また、新材解たカレヽては、人″、彦様能、″常生活の社会基盤めミ集 まつてレヽるこ

とか ら焚含に対するもちさが月 られ、新たな″愛安服鶴碁の必要をが潜篇 されて″ヽ

ます。

本市は、集 中豪雨、台風などによる災害が発生 しやすい 自然条件、また近 くには活火 山

である桜島を有 しています。市民が安心 して暮 らせる街 をつ くるために、個人や地域 コミ

ュニテ ィの役割 を見直 しなが ら、災害に対す る市民の安全確保 と不安解消 といつた防災対

策を、広域的な危機管理体制 も視野に入れ、 さらに進めてい く必要があ ります。

また、近 くに活火 山を有す るとい う地理的条件の中で、火山との共生の在 り方、まちづ

くりへの取 り組み方等について、市民 とともに考えてい く機会 も防災の面か ら重要です。

I l l環境、アメニテ ィ

源慶を、腰を府等の雰芳隠題 がを求規済 で拡大 する申、環労に対 する意諸が声 ま

ク、様々な レベル でヨ舞力な雰力深全活動が浸房 され て″ヽます。

本市で も、都市化の進展や生活の多様化等に伴い、ごみや騒音等の問題について関心が

高まつています。 ごみ減量、省エネルギー、省資源、 リサイクル等への取 り組みは、生活

圏のアメニティ向上 といった身近な観点か らはもちろん、地域全体 さらには地球規模での

問題解決に直結す る観点か らも重要です。

10



第 1千 本市力対芹報化をllFめる背景

W 産  業

わが国の遺業 は、アジア摩浄 物 糠 等による麟 分 散 兜 顎 たれ 、ヽ海外生産を

事の上昇 や襲 湯輸入 の移 し 遊 み、製造業 をは じめ用辺産業 の雇用が滅少する、 レヽ

わゆる 『産業 の空筋そソが懸念 され ています。遊冴におレヽても企 締 籾 緒 滅少炉カ

にあ ク、 7rFtゲ企業や遊場産業 をは じめとする遊域経済の活替そが求められ てレヽま

九 また、経済のノク トを、チービスを痢 勢 れ 、第二次産業 のクェイ トは僚親腐

連産業 を申をヽとするナービヌ産業の急成長によって声まクつつあ クます。

本市の産業構造は、サー ビス業 と卸小売業を中心 とした第二次産業の比重が圧倒的に高

く、一方で第
一次産業、第二次産業はウェイ トを低下 させています。

第二次産業の中で も、特に増加傾向が顕著なサー ビス業は、その多 くにおいて企業規模

が小 さく、生産性 も低い状況にあることか ら、生産性の向上や高付加価値化を図るととも

に、今後は成長産業 と言われ る情報関連産業の集積 ・育成を図る必要があ ります。

卸小売業を見ると、卸売業は流通形態の変化など大きな転換点にあ り、新たな対応が求

め られています。また、小売業は消費者ニーズの多様化や規制緩和による本存周辺部や郊

外部への大規模商業施設の展開を受けて、既存商店街の吸引力低下が懸念 され、その活性

化 を図ることが大きな課題になつています。

→P79 資 料編 Ⅱ-2参 照



V観  光 ・コンベ ンシ ョン

わが日では、海外へ出目するF7本人物 が″本を訪れ る外国人の数よクはるかに

多″ヽ、 レヽわゆる F国内旅行の空滅をンが問題になつて, まヽす。 これは、ロカ旅行の

魅力が内容や筋務の所で駐米 物 をべてな下してレヽるためにおきているもの

を考え られ てレヽますち こクした～、ど勅奮が ′訪ヨ観%交 方″増計画 `クェルカム

ノノンクリ yを してその総策 をまをめるなど、外国人観光 勲 煽鞍 への本格的な級

ク肥みが始 まつてレヽます。

→P88 資 料編IV…2参 照

本市の平成 8年 の入込観光客数は約7 9 8万人、宿泊客数は約2 3 0万人で、最近、増加傾向

にあります。宿泊客を地区別に見ると、九州地区 (県内を含む)が 約 7割 とほとんどを占

め、関東地区、近畿地区と続いています。また外国からの宿泊客は約 3万 人となつていま

す。

人々の価値観の変化に伴い、観光旅行のパターンも従来の団体旅行型か ら個人 ・グルー

プ型へ変化 してきています。 このような中では、観光客 自身が選択できるメニューを作 り

出 してい く必要があ ります。

さらに、アジア等の海外観光客を誘致す るための対策 も重要です。

本市の豊かな観光資源を広 くア ピール し、 さらに魅力ある観光情報や明るい話題づ くり

等 を積極的に情報発信 し、県外の多 くの人たちに本市の良 さを知って もらえるような仕掛

けや演出が必要です。
フ
       → P80 資 料編1-3(1)参 照

つ
ち



第1吉 本市が情報化を進める背景

M,日 障化

企業や窟人 レベル で世界を舞台た活動すること″S濫発そ し、国境の蟹は次第たな

ぐなってきてレヽま九 今や世界各国は賠玉 た依存 じあレヽ、また一方 で世界的規窟 で

大競争が展房 され てレヽあ求冴で九 このよ夕な中で、文をやスポーンなど様々な分

野での国擦交妨 ・競力は、案/Fあ文化 を持つ世界の人々カミ理解 し今 夕上 で重要な役

割を兵た してレ`ます。

本市は、アジアとの距離的な近 き、海外 との交流の歴史等か ら、アジアを中心 とする外

国 とのゲー トウェイ として優位 にあ ります。また、海外の 4都 市 と姉妹 ・友好都市関係 に

あ り、国際親善を深 めるための交流が盛んに行われています。 このよ うな背景のもと、産

業面や文化面な どでの国際交流の促進、また外国人が安心 して暮 らせ るようなハー ド・ソ

フ ト両面か らのゲー トウェイ としての機能強化が必要です。
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第2章 情報すヒの基本的な考え方とその方策

第 2章  情 報化の基本的な考え方とその方策

本章では、前章で見てきた背景を踏まえ、本市の情報化を進めていくにあたつての基本

的な考え方や方策等を体系的に見ていきます。

- 2 - 1

- 2 - 2
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「情報化の基本的な考 え方 とその方策」体系図

ビジョン

基本 ヨ済

健康で生きがいに満ちた生涯

ごすことができる

市民生活の向上

地域経済の活性化

な市民生活がお く

豊かな心と個性がはぐくまれ

くの人たちが行き交い、活

市民がまちづ くリヘ 自発的に
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! ■ |   レ   |

展開方策

医療 ・保健 ・福祉 ・救急総合情報システム |

ひとり暮 らしの高齢者が緊急時に通報できるシステム _

高齢者 ・障害者の社会参加を支援するための情報システム

防災情報システム 十

環境情報システム

行政窓ロサービスシステム !

市民情報ネットワークシステム

ネットワークコンピュータによる学校教育情報システム |

生涯学習情報システム

図書館情報ネットワークシステム

歴史 ・文化資産のデジタル化の推進

個別企業の情報化への支援

情報関連産業育成のための支援

産学官連携 ,異業種交流の推進

商店街活性化のためのインターネット活用

観光客誘致のためのインターネット、CD― ROM等 の活用

個性ある文化 ・観光施設ネットワーク情報システム

既存イベン トの情報発信、情報化関連のイベン ト・コンベンショ

ン開催

国際交流 ・地域間交流促進のためのインターネット活用

受け入れ体制促進のための情報化への取 り組み

コミュニティ活動、ボランティア活動に関する情報システム

女性の社会参加を支援するための情報システム

観光 ・イベ

ン ト・コン

ベ ンション

ウ
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2-1 理  念

′窟をあぶれ る情新資/・F部 材 ,窟 ガ島 の動着ソ

理念のイメージ…………・

オ ノジナノアィを魅力 にあふれ た炉隷、男求 を十分に反挟 した様々な分野の情鞍 シ

ステム、また療を葺かな僚議クノエーターの輩出など、教旨をと主体瞥を持つと農親

をへの級 ク紹みや人材ド逮 ガ身で全まれ、それが材民全員によって積極的に活用 され

なが ら、″ヽぐつ ものネットノークの申で須雰 してレヽる。

ネットノーク桜広が ク″ げることで、僚隷の持つ筋酒が一段 と扇まク、まク豊かな

暮 らし″彰ぞ男され て″ヽぐ。

さらだ、このネットタークは、ボーダーレスに広がつて、麓児淳を愛する人たちが

世界申た増えてレヽぐ。

“
個性あふれる情報資源

ル
とは、このような本市の情報化の展開そのものを資源 とし

て捉えています。

情報化の展開によつて、 2 1世 紀にふさわしい南の拠点都市 ・鹿児島を創造 してい

こうというものです。

Ｏ
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第 2昨 竹級化のり【本的な考え方とその方栄

2-2 基 本姿勢

′所民の 所 民たよる 材 民のための 情 薪をソ

この基本姿勢は……・・・・・

市民の価値観や ライフスタイルがますます多様化す る中、個性的で魅力あふれ るまち、

いつまでも快適な生活がお くれ るまちを実現 してい くためには、多 くの市民が 自発的に

まちづ くりに参加 してい くことが求められています。

情報化において も、市民一人ひ とりが、福祉、環境、防災、産業、文化な ど多様な分

野における課題 を解決す るために本 当にや るべき取 り組みを真剣に考え、みんなが積極

的に参加 し、連携 を図 りなが ら、展開 していかな くてはな りません。

本計画に掲げている方策の実施にあたつては、個々の方策 ごとに、市民、企業、大学、

行政が一体 となった推進体制を整備 し、その中で検討 を行い、市民のためになる情報化

を実現 していきます。



2 - 3  基 本 目標

地域情報化の目標は、市民の最も身近な生活と仕事の両面を良くしていこうとい うもの

です。つまり、情報化により市民生活の向上と地域経済の活性化を図つていくとい うこと

です。

′所屈生活の力士ソ

情報化を推進することで、市民の普段の生活が本当に便利になった、豊かになったと率
感できるものに していきます。

例えば、行政サー ビスの情報化に取 り組む場合で も、市民の立場に立ち、サー ビスの改

善や新 しいサー ビスの提供を行い、市民負担の軽減を図 ります。

そのために市民ニーズを的確に把握 し、十分に反映 させていきます。

イメー ジ

例 えば、市役所の窓回は、 このように改善 されます。

″館証切手を所の″切rヵ吻 要な時、

「忙 しくて市役所や支所 まで行 く時間がなかなかとれない。

特に窓 日が開いている時間内は難 しい」

「証明書の窓 日が違 うので歩か され る。 申請書 もその都度、

記入 しない といけないので面倒だ」

「混雑する時期や時間帯には長 く待たなくてはいけない」

↓

1身近 /J‐場所た訂切手自動支″構が設置 され、カー ドを店訂蒼|

1号で各覆″野子の安行が貿 rナられ るシス テムが導入 され ると|

,自 分にとつて便利の良い場所で利用でき、時間外 ・休 日で

も交付が受けられ る。

,申 請書記入の必要 もな く、簡単な操作でス ピーディに交付

が受けられる。

口複数の窓ロヘ行かずに lヶ 所で交付が受けられ る。
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第 2キ |十級化の'1【本的な考え方とその方栄

′ルタ経済の活構をソ

地域経済の活性化 は、言いかえれば、地域の産業の活力を高め、どれほど元気のよい企

業 を育ててい くか とい うことです。そのためには、企業に とつて魅力ある地域であること

が重要であ り、優れた生活環境や産業基盤な ど都市 としての総合力 を高めてい くことが基

本 とな ります。
/

情報化への取 り組み方 としては、地域における産業の実態に即 した展開が必要です。 そ

して、業種の違いや規模 の大小を問わず、あ らゆる企業がカロ速す る情報環境の変化 に対応

できるように様 々な支援 メニューを用意 し、既存産業や地場産業の高度化を図 り、 さらに

は新規事業 ・新産業の創 出につなげてい くものです。

つ
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2-4 ビ ジョンとその方策

本市が情報化でめざす都市としてのビジョン6つ を示 し、それぞれの方策について説明

します。

ビジョン

ビジ ヨ /

鰭康で塗きが″ヽた赫ぁた空涯翔 ごすことができる都庁

ビジョン 2

安全 で安心 して暮 らせる新 材

ビジョン θ

贋利 で衆蒼 な市民生活がお ぐれ る部材

ビジョン イ

豊かな心 を筋世がは ぐぐまれ る部材

ビジョン 5

多 ぐの人たちが行き安 レヽ、済気が雰なぎる都市

ビジョン 0

材民がまあづぐクヘ自芳的に参豚する新″

つ
つ

０
乙



第2Ⅲ l■‖定化の)1イヽ(1りな考え方とその方策

ビジョン 1「 健康で生きがいに満ちた生涯を過 ごすことができる都市」

情報化によ り、あ らゆる市民が、健康で生 きがいに満ちた生涯 を過 ごす ことができる

ような、医療、保健、福社の充実 した都市を 目指 します。

ク 化

と
Sジ

ョ ン

健康で生きがいに満ちた生選

を過ごす ことができる都市

分野＼

医療 ・保健

福祉 a救 急

涙 房方策

医療 ・保健 口福祉 B教 急総合情報システム

・医療 B保健 口福祉 ・救急のデータベース化 ロネ ッ トワー

・健康診断 ・健康相談のサー ビスの高度化

ひとり事らしの高齢者が緊急時に通報できるシステム

高齢者 ・障害者の社会参加を支援するための情報システム

23



展開方策のポイン ト

【分野】 医 療 ・保健 ・福祉 ・救急

医療 ・保健 ,福祉 口救急総合情報システム

医療 ・保健 ・福祉 口救急のデータベース化 ロネッ トワーク化

健康診断 口健康相談のサー ビスの高度化

医療、保健、福祉、救急の各機関が連携 をより強化 し、情報の共有化を図ること

で、必要なサー ビスをスムーズに受けられ るように します。それぞれの機関が情報

をデータベース化 し、デー タ管理に十分注意 しなが ら相互に有効活用することで、

業務 を効率化 し、サー ビス向上につなげていきます。各機関が収集 した情報 をリア

ルタイムで更新す る―ことによ り、常に新 しい情報を共有できることにな ります。

また、                        し 、疾病の予防や早期

発見、早期治療、 リハ ビリ、社会 ・家庭復帰な どのサー ビスの向上につなげていき

ます。

ひとり暮 らしの高齢者が緊急時に通報できるシステム

ひ とり暮 らしの高齢者が、急病発生な どの緊急時に迅速かつ確実に事態を通報で

きるシステムを整備 します。 システムの開発に あたつては、簡単な操作で しか も誤

報のないよ うに配慮 していきます。

高齢化が進行す る中、 この分野は様々な研究が行われてお り、家庭の電気ポ ッ ト

や電気炊飯 ジャーをネ ッ トワーク化 し、その利用状況によって安否が確認できるシ

ステムや、徘徊す る高齢者の所在を確認できるナ ビゲーシ ョンシステムの開発な ど

が進め られています。
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布 2'11市 ‖t化の )1〔イ(的なちえ方とそブルす棟

高齢者 口障害者の社会参加 を支援するための情報 システム

高齢化が進行す る中、高齢者 自身がコンピュー タを使いこな しなが らインターネ

ッ トで新 しい交友の和 を広げた り、地域の歴史や文化をマルチメデ ィアの技術で編

集 し発信 してい くことな どで、豊かで活力のある高齢社会を実現 します。

また、心身 障害者 の社会参加 を促 すた め、情報通信技術 を活用 し、住 み よい生活

串 立のための条件整備に取り組みます。

通産省でも、情報 ・通信システムを活用 し、高齢者の積極的な社会参加を支援 し

ていく 「メロウ ・ソサエティ構想」を提唱しています。

→P89 資 料編IV-3参 照
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ビジョン 2「 安全で安心 して暮 らせる都市」

情報化により、災害や環境問題に対 し、市民の安全が確保 され、安心 して暮 らせる都

市を目指 します。

・環境に関する各種の監視システムの充実

・ごみ減■、 リサイクルなど個別の問題解決に対応 した情報

システムの導入

ビジョン

26



展開方策のポイント

【分野】 防災

防災情報システム

災害危険箇所の監視、災害発生の予測、緊急時の情報収集 ・伝達な どの機能を強

化す るためのシステム整備や避難所等のネ ッ トワァク化によ り、被害の最小化、災

害復 旧の迅速化 を図 ります。

また、大規模災害時等においては、県や周辺の市町村等 との連携や協力体制が必

要であ り、広域的なネ ッ トワーク化にも取 り組みます。

災害時の市民向けへの リアル タイムな情報の提供については、テ レビや ラジオ

(平成 9年 1 0月に開局 したヨミュニティF M放 送局 「鹿児島シテ ィエフエム」では

緊急時に割 り込み放送によるきめ細かな情報提供を行つている)に よる情報発信 も

充実 します。

【分野】 環境

環境情報 システム

環境に関する各種の監視 システムの充実

ごみ減量、 リサイクルなど個別の問題解決に対応 した情報システムの導入

環境 については、身近にはごみや騒音、大気汚染 といった問題、地球規模では温

暖化や酸性雨な どの問題があ り、これ らに対 し適切な対応が求め られています。

大気汚染な ど公害の常時監視システムを充実 して、きめ細かい公害対策 を行いま

す 。

また、ごみ減量や廃棄物、 リサイクルな どの問題を解決す るにあたつて、関係埜

関とのネットワークシステムの導入を図り、適切な情報提供を行います。

ウ
イ
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ビジ ョン3「 便利で快道な市民生活がおくれる都市」

情報化により、市民サービスが充実し、便利で快適な市民生活がおくれる都市を目指

します。

行政サービスについて情報通信システムを活用することで、従来できなかつたサービ

スの提供やサービスの総合化などを図ります。

口市 民 と行政 の開かれ な
く

報交流

ビジョン
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第2!||ギi‖!化ブル11イ(rブなちえ方とそげ,ち化

展開方策のポイン ト

【分野】 行政サービス

行政窓ロサー ビスシステム

市民が各種証明書の交付 を受けたい場合、現状では仕事の都合等で時間内に行け

ない ことや複数の証明書が必要な場合は窓 日が異なること、その都度申請書を書か

な くてはな らないことな ど、利用者にとつていくつかの不便なことがあ ります。

これ らの不便を解消 し、より利用 しやすい行政窓 日を目指 し、各種証明書が一 ヶ

所で受け られ (ワンス トップサー ビス)、 時間外 ・休 日でも利用可能 (ノンス トッ

プサー ビス)な システ ム を整備 します。

市民情報ネ ッ トワークシステム

市民と行政の開かれた情報交流

市民の行政に対する関心が高 くなる中で、透明性を高め、信頼を確保す るために

より開かれた行政が求め られています。

福祉や防災な ど様々な分野の行政情報のデータベース化に取 り組み、従来の媒体

に加 え、インターネ ッ トなどの新 しい情報通信手段 を活用 しなが ら開かれた情報の

交流を行います。

市民が求めている情報や楽 しい情報、企業にとって有益な ビジネスに関す る情報

の提供に努めていきます。 またインターネ ッ トは、 リアルタイムで情報のや り取 り

が可能なことか ら、行政施策等について市民の意見を受 け付ける機会の充実を図 り

市民の考えや希望を行政運営に反映できる仕組みを充実するとともに、常に新 しい

情報の発信 を心がけていきます。

29



ビジョン4「 皇かな心と恒性がはぐくまれる都市」

情報化により、自由時間の増大や生活水準の向上等で高度化 ・多様化する市民の学習

ニーズを満たし、豊かな心と個性がはぐくまれる都市を目指 します。

ビジョン
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第 2キ 1市服化の ' 本ヽ的な考え方とその方雅

展 開方 策の ポ イ ン ト

【分野】 学校教育

ネッ トワークコンピュータによる学校教育情報システム

小 中学校におけるコンピュータ教育では、子 ども達にコンピュータの操作技術を

教えることより、 「コンピュータを使 って○○を したい」 といった 目的を持たせ る

ことが大切です。 このようなことか ら、本市では子 ども達の自主性 を尊重 しなが ら

学校で 自由にヨンピュータを操作できる環境づ くりを充実 していきます。

整備 にあたっては、学校間のネ ッ トワーク化を図 り、インターネ ッ トと接続 し、

子 ども達がコンピュータで、学校問の交流や最先端の情報の収集等ができるように

配慮 します。

また、コンピュータ教育の大きなポイン トとして、教員の役割 は大変重要です。

させていきま

す。

あわせて、子 ども達ヘ コンピュータ

ての意識の啓発 にも取 り組みます。

今P76～77 資料編I-3参 照

つ
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【分野】 生 涯学習

生涯学習情報 システム

生涯学習の一層の振興を図るために、市民の 自主的な学習の機会を拡充 します。

生涯学習に関連する施設間のネ ッ トワーク化を図るとともに、公共端末を要所に

設置 し、広 く市民に開放 しなが ら、生涯学習に関す る様々な情報、新 しい情報が行

き交うようなシステムを整備します。

スポーツ施設や文化施設、生涯学習施設など公共施設の空き状況の確認、予約、

結果の確認、また講座内容の照会 ・応募ができるシステムを整備 し、利用者の利便

性の向上や施設の利用促進 を図 ります。

図書館情報ネ ッ トワークシステ

市民が身近な場所で図書 上資料の検索や予約等を手軽にできるシステムを整備 し

ます。

また、市立図書館や地域公民館 をは じめ とす る市の生涯学習施設や県立図書館、

大学の図書館 とのネ ッ トワーク化についても、連携 を図 りなが ら取 り組んでいきま

す 。

| | | | | | | | | | | | | | | | | | | |
| | | | | | | | | | | | | | | | | | | |
‖ 脚
| | | | | | | | | | | | | | | | | | | |
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第2キ |li服化の),〔本的な考え方とその方掟

【分野】 歴 史 ・文化

歴史 口文化資産のデジタル化の推進

本市には、 日本近代洋画を中心 とする美術作品や史跡、埋蔵文化財、また薩摩焼

や薩摩切子な どの伝統工芸品、鹿児島ゆか りの作家の遺品な ど貴重な歴史 ・文化資

産が数多 くあ ります。

これ らの資産を、地元の情報関連企業 との連携により最先端のデジタル技術でデ

―タベース化し、 CD― ROMや インターネットで、世界に向けて発信します。

これにより、市民に鹿児島の持つ資産の兼晴 らしさをあらためて認識 してもらう

とともに、国内外に広 くこれ らの魅力をアピール します。

さらに、学校教育や社会教育の教材、また観光客誘致のための新 しい宣伝素材な

どにも広 く活用 していきます。

世界規模で見て も、文化資産を次世代に継承す るためデジタル化へ取 り組む活発

な動きがあ り、 「デジタルアーカイブ」構想 といわれています。

◆P89 資 料編IV-4参 照

●
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ビジョン 5「 多くの人が行き交い、活気がみなぎる都市」

情報化により、地域の産業が さらに成長 し、多 くの観光客が訪れ、国際交流や地域問

交流が活発で、街全体に活気がみなぎっているにぎわいのある都市を目指 します。

ビジョン

多 くの人が行き交い、活気が

みなぎる都市

浸 房方策

個別企業の情報化への支援

分 野

情報関連産業育成のための支援

産 業

産学宮連携 ・異業種交流の推進

商店街活性化のためのインターネ ッ ト活用

観光客誘致のためのインターネ ッ ト、 CD― ROM等 の活用

観光

イベ ン ト

ヨンヘ
・
ンション

個性 ある文化 口観光施設ネ ッ トワーク情報システム

既存イベン トの情報発信、情報化関連のイベン ト・コンベン

ション開催

国際交流 ・地域間交流促進のためのインターネ ッ ト活用

交 流

受け入れ体制促進のための情報化への取 り組み
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第2 Ⅲ lri‖!化のり「1ィ(的な考え方とその方米

展開方策のポイン ト

【分野】 産業

個別企業の情報化への支援

本市の場合、比重が高いサー ビス業の生産性の向上や卸売業の新たな展開、また

製造業 を中心 とす る第 2次 産業の再活性化等を図る必要があ り、そのために情報化

への対応は有効な手段 とな りうるもの と言えます。 しか しなが ら、実態 としては、

企業規模が小 さくなればなるほ ど、経費面や人材面な どの理由か ら対応が遅れてい

るのが現状です。 めまぐる しい環境の変化に的確に対応 し、一層の効率的な経営を

図るためには、もはや情報化は避け られない時代が来ています。

資金面や人材育成面な ど各面か らの支援 を充実 させ、企業の情報化 を推進 し、中

小企業や地場産業の高度化へつなげていきます。

→P73 資 料編I-2(1疹 照

口日
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情報関連産業育成のための支援

情報関連産業は、企業や行政の情報化投資が拡大することで、新たな リーデ ィン

グ産業 として大きな成長が期待 されています。また、従来の産業に比べて、立地面

での制約条件が比較的少ないことか ら地方でも立地を促進 しやすい面があ ります。

情報関連産業の集積 ・育成を図 り、雇用の促進や地域産業全体の高度化 ・活性化

な どへつなげていきます。

そのために、行政や民間、大学な どが連携 し、本市が情報関連産業に とって魅力

ある地域 となるよ うな、総合的な支援策を展開 していきます。

情報関連産業は、労働集約的な要素の強い産業であることか ら、優れた人材の確

保が重要です。最近の傾向 として、地域に情報化の新たな市場が拡大 していること

や、少子化等による地元志向の高ま りか ら、大都市圏の情報関連企業の人材の中に

Uタ ー ン、 Iタ ー ン指向が見 られます。 これ らの専門知識 を有す る人材の定住を促

進す るような受け皿づ くりにも取 り組みます。

また、この分野の企業の多 くは担保力に乏 しく、 ソフ トウェアは評価が難 しいた

め、資金支援が受 けにくい状況にあ ります。関係機関 との連携 を図 りなが ら、資金

支援策の充実に取 り組みます。

さらに、各分野で拡大する情報化関連投資を地元の情報関連産業が成長するため

のチャンス として捉えることも重要です。

→P74～75 資料編I-212)参照

産学官連牌 口異業種交流の推進

インターネ ッ ト等を活用 し、様々な業種の企業、 さらには大学、行政、市民が参

画 し、積極的に情報交換を行 う交流促進の場を整備 します。す ぐに大きな成果につ

ながるものではあ りませんが、この積み重ねによつて情報交流が活発 にな り、人的

ネ ッ トワークが広が り、産学官連携、業種 を超えた連携が生まれ、産業の高度化や

新規事業 ・新産業の創出につながってい くことが期待 されます。
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第2「子1,報すヒの)lS本的な考え方とその方策

商店街活性化のためのインターネッ ト活用

既存商店街では、将来的に周辺部の大規模商業施設の立地などの危機感から、新

たな活性化策が求められています。そのひとつとして、電子モールなどインターネ

ットによる情報発信があります。

この場合、一人でも多くの人に見てもらい、最終的に商店街の活性化に結びつけ

ていくためには、かなりの工夫や強力なインセンティブが必要で、多くの商店が参

加 しながら関係機関と連携 し、魅力あるホームページにしていくことが重要です。
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観光客誘致のためのインターネ ッ ト、 CD― ROM等 の活用

滞在型観光の一層の振興を目指す本市は、歴史や 自然、温泉な ど豊富な観光資源

を活用 し、戦略的に情報発信 してい くことが必要です。インターネ ッ ト等を活用 し

、ま

た宿泊施設や飲食店、特産品な ど民間の観光情報 との リンクなど、鹿児島に行 きた

くなるようなわ くわ くす る情報をさらに充実 させていきます。

また、観光宣伝用の CD― RO Mの 作成にも取 り組みます。

個性ある文化 口観光施設ネ ッ トワーク情報 システム

かごしま水族館、ふるさと考古歴史館、市立美術館、市立図書館、市立科学館、

維新ふるさと館、平川動物公園、かごしま近代文学館、かごしまメルヘ ン館など杢

市の個性ある文化 ・観光施設 をネ ッ トワーク化 し、 どの施設で墨全重の施設の情報

が収集できるようにします。また、インターネットにより、それぞれのオリジナリ

ティあふれ る情報を積極的に発信 し、観光客の誘致や施設の リピー ター対策につな

げていきます。

→P81 資 料編1-3(2)参照
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第2 Ⅲ llF‖“ヒの'1本的な考え方とそのlJ策

既存イベン トの情報発信、情報化関連のイベン ト・コンベンシ ョン開催

本市には、伝統ある 『おはら祭』をはじめ、錦江湾を舞台にしたイベン トとして

『鹿児島カップ火山めぐリヨットレース』 『桜島 ・錦江湾横断遠泳大会』 『ウォー

ターフロン トフェスティバル』などのイベン トがあります。インターネット等を活

用 し、これ らの既存イベン トの紹介や実況を行い、イベン トの魅力をアピール して

いきます。また、県内外の他の祭 りやイベン トと連携 し、観光イベン トとしての効

果を一層高めていきます。

また、桜島を題材にしたCGヨ ンテス トのように情報化に関連 したイベン トを開

健 していきます。このようなイベン トは、市民が情報化に対して関心を持つきつか

けとなるものです。 さらに、地元の学生等をイベン ト運営のボランティアとして活

用することで、若い人材の育成 ・確保につなげていきます。

また、火山研究な どの分野で鹿児島か ら世界に情報発信を続 け、将来的にはその

成果 を発表す る場 として本市でのコンベ ンシ ョンの開催に結びつけていきます。

→P82 資 料編1-3(2)参 照

じ じ じ
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【分野】 交流

国際交流 B地 域間交流促進のためのインターネッ ト活用

国際交流や地域間交流としては、姉妹 ・友好都市等 との交流、市民や企業など様

々なレベルでの交流が、すでに進められています。

インターネッ トなどを有効に活用 しながら、鹿児島と海外との交流や元留学生と

の交流
“フレンドシップパー トナー"な

ど本市の特色ある交流をより促進していき

ます。

受け入れ体制促進のための情報化への取 り組み

国内外か ら観光で訪れた人、ヨンベ ンシ ョンで訪れた人にとつてホス ピタ リテ ィ

あふれ る都市であることは大切なことです。外国人観光客や国際会議主催者 か ら通

訳の派遣や郷上の伝統芸能の披露な どの要請があった場合、即座 に応 えられ るよ う

に、関連する団体のデータベース化、ネットワーク化に取り組みます。

また、国内外の観光客が安心 してひ とり歩きできるよ うに、観光案内板等の整備

に加 え、                     供 します。
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第2章 情報化の基本的な考え方とその方策

ビジョン6『 市民がまちづくリヘ自発的に'回 する都市J

あらゆる分野において市民が自発的に参画する都市を目指 します。

＼

ビジョン
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展 開方 策 の ポ イ ン ト

コミュニテ ィ活動、ボランティア活動に関する情報 システム

現在、コ ミュニテ ィ活動やボランティア活動な ど住民参加による地域社会づ くり

が大 きく見直 されています。

アメ リカでは、サステイナブル ・コミュニティとい う新 しいまちづ くりの動きが

あ ります。永続的に快適な生活ができるまちを 目指 し、 自らのまちは 自らの手で、

責任 を持 つて主体的に社会活動を行ない、個性あふれ る1決適なまちに してい こうと

い う取 り組みです。

コミュニティ活動や N P O的 なボランテ ィア活動は、防災や環境 をは じめ福祉、

産業、観光、国際交流 ・協力な ど様々な分野において重要な役割 を担 うもの と注 目

されています。

このよ うな活動を行 う団体のまちづ くりへの 自発的な参加を支援す るため、活動

に関する情報の収集やデータベース化、市民への情報提供また関係機関等 とのネ ッ

トワーク化 による連携 を進め、活動の一層の拡充を図つていきます。

女性の社会参わ口を支援するための情報システム

様々な分野において女性が積極的に社会参加する際、役に立つ情報の提供等を行

います。女性の社会参加は、福祉、生涯学習、国際交流など多岐にわたつてお り、

それぞれに対 し積極的な対応が必要なことから、有益な情報を収集 し、発信 してい

きます。

特に最近、少子化が進み、出産 ・育児面や労働力の面から女性が注目されていま

す。出産や育児に関する支援情報の提供や情報通信手段を活用 した在宅勤務の在 り

方の研究などに取 り組んでいきます。
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第3章 情報通信基盤整備の考え方

第 3章  情 報通信基盤整備の考 え方

本章では、地域情報化の推進を支える情報通信基盤の整備に対する考え方について見て

いきます。

基盤 として必要なものとしては、情報通信網、公共端末、地域情報化の拠点となる施設、

また情報化推進の担い手 としての人材があります。
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3 - 1  情 報通 信 網 の整備

情報通信網の整備 にあたつて基本 となるのは、全ての市民が情報通信社会の便益を不便

な く受 けられ ることであ り、そのためには

高速かつ大容量であること

通信料金が安いこと

が最 も重要です。

情報通信網については、以下の考え方に基づ きなが ら検討 し、整備 に取 り組みます。

(1 )需要創出による整備の促進

光 ファイバー網の全国整備 について、国は、段階的に需要の大きい ところか ら整備 を

進め、20 1 0年までに完了す ることを目標 に掲げています。

原則的には、情報通信網の整備はNT Tや N C Cと いった民間の電気通信事業者に委

ね られ ることにな ります。従つて、需要が少ないことか ら整備が遅れ るところがあれば、

その地域内に情報に関す る新 しい需要を生みだ し、時期を早めてい く必要があ ります。

そのような地域 については、行政が積極的に需要 を創 出 しなが ら、民間の電気通信事

業者 に対 し、整備 を働 きかけていきます。

今P69 資 料編 I-1(2疹 照

( 2 )情報通信網の捉え方

情報通信網の整備は、あらゆる地域に平等で、高度でなくてはならないことから、

①有線系だけではなく、必要であれば無線系ネ ットワークも含めて検討 し、相互に補

完、分担 しあうシームレスな情報通信体系を構築する。

②既存のネ ットワークとの連携 ・活用を視野に入れておく。 (鹿児島県中核情報セン

ターネ ットワーク、都市型 C A T V等 )

③国際的な環境の中で、ネットワークを整備する。

といった点を踏まえながら、検討 します。
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第9章 1肯報通1言基盤瑠楠の考え方

( 3 )整備の手順

情報通信網の整備は、公共施設が市内のあらゆる地域に点在することから、公共施設間

のネットワークの整備を基本に、順次広げていきます。

整備の進め方
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3-2 公 共 端 末の整備

パ ソコンの普及状況等を見て も、現状では、誰 もがインターネ ッ ト等による情報受発信

サー ビスを家庭で受けられる環境にあるとは言えません。

機会の平等 とい う観点か ら、市民のアクセス環境を向上 させ る必要があ り、そのために

は情報通信網 の整備 に加 え、公共端末の整備 を図ることも重要です。

市役所 のロビー等の公共施設や人が集 まる場所などの要所に公共端末 を整備 し、気軽 に

利用できる環境をつ くつていきます。 この場合、使 う人によつて熟練度が異なることか ら、

利用す る側に立って どのような機能が必要なのか十分な検討 を行います。
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3-3 地 域情報化の拠点施設

情報化を推進するにあた り、情報通信拠点施設の整備は、拠点としての機能を担 うとと

もに、本市が情報化へ取 り組む姿勢を目に見える形でアピールするシンボル ともなるもの

です。

施設の機能 としては、市民生活に関連の深い行政 ・教育 ・文化などの情報受発信拠点 と

なる機能、市民や企業の情報 リテラシー向上のための研修機能、遊びながらマルチメディ

吾;:雪脅言晶魯子Fふ ぞ念I僧 螢猛文揚魯『遍会香懇言雷急居雪をI示 舌f五 を替奏室

施設の情報機能の充実やネ ットワーク化もあわせて、拠点施設の整備について検討 してい

きます。
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第F〕市 ドi取通信な伸推研iの考え方

3-4 人 材の育成 ・確保

地域の情報化を推進 していくためには、その担い手となる人材の育成 ・確保が不可欠で

す。

多くの市民が情報化の思恵を最大限に受けられるように、情報 リテラシーの向上につな

がるような取 り組みを進め、地域情報化を支える人材のすそ野の拡大を図つていきます。

( 1 )市民の情報 リテラシー向上のための取 り組み

市民一人ひ とりの能力、意欲に応 じた段階的な情報化への学習機会を充実す る必要が

あることか ら、市民が気軽に情報機器 を体験す ることができる情報環境の整備 を図ると

ともに、研修の機会を充実 します。

ヽ

(2)情報関連産業の人材

情報関連産業は人材の確保 が非常に重要な産業です。現在、情報関連産業では、福祉

や教育、ゲームソフ トな ど専門分野を持つた企業が増 えてきています。

この分野の人材 には、 コンピュータ技術についての高度な知識 はもちろん、専門分野

に関す る知識 、また創造性 あふれ る豊かな感性な どが求め られます。地域の大学には、

このよ うな人材育成のための中心的な役割が期待 されます。

また、人材 の確保では、人材が地域に残 るような仕掛けが必要です。インター ンシ ッ

プ制度 は、企業に とつて即戦力 となる学生の確保につなが り、 さらに学生にとっても実

践力が高まって企業の実情を知る絶好の機会 となることか ら非常に有効な制度 と言えま

す。

また、現在企業で働いている技術者のレベル向上のため、高度で専門的な研修 も必要

です。
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( 3 )企業内の情報化に関する人材

企業は規模 が小 さくなればなるほど、情報化への取 り組みは必要であると感 じなが ら

も、なかなか導入できない状況にあ ります。その理由のひ とつ として、社内に情報化 を

理解 し活用できる人材が少ないことが挙げ られます。従つて、このような人材 を社内に

育成す るための研修の開催、また、情報化の必要性 を認識 して もらうための啓発 に取 り

組みます。

(4 )市役所内部の人材

市役所が情報化 による市民サー ビスを積極的に進めてい くためには、情報化に対応 で

きる内部の人材 を育ててい くことが必要です。情報化に関す る職員への研修等を積極的

に実施 し、情報化への意欲 と一定の技術的知識 をもつた人材 を育成 していきます。

(5 )学校の果たす役割

本格的な高度情報通信社会に対応できる多 くの人材 を育成するとい う視点か ら、小 中

学校は重要な役割 を担つています。

また、地域の大学は学生だけではな く、開かれた大学 として市民への公開講座の実施、

企業 との共同研究な ど、各方面か ら地域の人材育成の一翼を担つてお り、今後 さらに地

域に密着 した活動が期待 され るものです。

( 6 )地域情報化のリーダー、ボランティアの養成

様々な分野における情報化を推進するにあたつては、その専門家等の中で リーダーと

なるべきキーパーノンを確保 し、協力を得る必要があります。情報化を強力に推進でき

るリーダーの発掘に取 り組みます。

また、コンピュータに詳 しい市民や学生によるボランティアを募 り、パソコン研修の

指導者 として積極的に参加 してもらうことなど市民が市民を教えるような仕組みをつ く

り、情報化による地域全体のコミュニティの創出、技術水準のレベルアップにつなげて

いきます。



第3章 情報通信基盤整備の考え方

( 7 )人材の交流

人材の育成 は、す ぐにできるものではあ りません。 とりわけ情報化のスター ト時点で

は地域 内に人材が乏 しいことか ら、外部か ら人材 を招致す ることも視野に入れてお く必

要があ ります。 これが刺激 とな り、内外か らの注 目も集ま り、市民が情報化へ関心を持

つきっかけとなって、地域全体の レベルア ップが図 られ ることが期待 されます。

また、国内外の情報化の先進地へ積極的に人材 を派遣することも人材育成のひ とつ と

して考えられます。

49



 



第 4章  情 報化の円滑な推進のために

本章では、情報化を円滑に推進 していくために、

について見ていきます。

4 - 1

4 - 2

第4章 情報化の円滑な推進のために

本計画への取 り組みや留意すべ き事項

計画推進つたつの取り組み

計画の推進方式

広域的な連携、国の施策 との連携

情報化による市役所の新 しい取 り組み

留意すべき事項

個人情報の保護、セキュ リティ対策、知的所有権の保護

新たな情報格差に対す る配慮

Ｌ
０



4-1 計 画推進のための取 り組み

( 1 )計画の推進方式

計画に掲げた方策 を実現 してい くにあたっては、その推進体制を整備す る必要があ り

ます。市民、企業、大学、行政が参加 し、分野や地域、世代を超 え相互に連携 し取 り組

んでいかな くてはな りません。

個別の方策 ごとに、その分野のキーパー ノンを中心にボランティアや コミュニティな

ど様 々な個人や組織が参加す る推進体制 を整備 し、活動をオープンに しなが ら、検討、

導入、運用 さらには評価、改善について、柔軟かつ機動的に取 り組んでいきます。

これにより、行政主導による推進方式では十分に対応 しきれなかった ところが補完 さ

れ、きめ細かな質の高いサー ビスの提供につなげていきます。

さらに、方策の実施による費用対効果や波及効果を考慮 し、関連す る方策の複合的な

展開や民間投資の活用な どを積極的に取 り入れ、コス トの削減を図 ります。

また情報化 を推進することの重要性 を、広 く市民に理解 してもらうため、様 々な機会

を捉 えて、情報化に対す る啓発に取 り組みます。

(2 )広域 的 な連 携 、国 の施 策 との連携

施策によっては市域 レベルではなく広域的に対応すべきものがあ ります。 隣接する自

治体や県な どとの連携、 さらには姉妹 ・友好都市や東南アジアの都市な ど国内外の都市

との連携 も視野に入れ、南の拠点都市 として担 うべき役割を十分に認識 しなが ら進めて

いきます。

また、国の施策 を研究 し、本市の情報化施策に対 して有効な支援があれば、積極的に

提案 しなが ら活用 を図 り、経費面や技術面で、よ り効果が高め られ るよ うに努めます。

◆P 8 6 資 料 編 皿参 照
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第4章 情報化の円滑な推進のために

( 3 )情報 化 に よ る市 役 所 の新 しい取 り組 み

情報化推進 のためには、市役所 も情報化へ対応す る必要があ り、そのことか ら行政の

情報化 を積極的かつ柔軟に進めていきます。

行政で蓄積 されている統計や業務情報の中で、市民に とつて利用価値が高い情報を提

供できるよ うに、情報のデー タベース化に取 り組みます。

また、全庁的にネ ッ トワー クを構築 し、各部局でお互いに情報の共有化 を図 り、よ り

一層の事務の効率化、意志決定までのス ピー ド化、ペーパー レス化な どにつなげていき

ます。

さらに、情報化施策の展開にあたつては、庁内組織 を横断 した連携 を強化 し、計画の

着実な実行、課題 の抽出、改善に取 り組みます。

これまでの行政は、ひ とつの課題に対 して主管部局で処理 され る傾向が強かつたわけ

ですが、情報化への取 り組みを進める中で、あらゆる部局が主体的に課題の解決に努め、

行政サー ビスの一層の向上を目指 していきます。

取 り組みの例

『防災』 とい う課題に対 して、

市民局や消防局が主体的に対応 していたが、例えば、教育委員会では学校教育の中

で子どもたちに防災への心構えを教えるため、災害シミュレーションシステムの導入

など、各局が防災を全庁的課題 と認識 し取 り組んでいく。

『環境』 とい う課題に対 して、

環境局が主体的に対応 していたが、例えば、教育委員会では学校教育の中で子ども

たちの環境保護への意識啓発のためインターネ ットによる環境関連情報の収集 ・活用

また経済局ではエコビジネスや企業のゼロエ ミッション活動の情報の収集 ・提供など

各局が環境を全庁的課題 と認識 し取 り組んでいく。
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4 - 2  留 意すべ き事項

情報化の進展は、多くの可能性を実現 していく一方で、新たな課題を生むことも予想 さ

れています。次のことに十分に留意 しながら、取 り組みます。

(1)個人情報の保護、セキュ リティ対策、知的所有権の保護

情報化の進展によるプライバシー侵害の増大については、適切な保護の必要があ りま

す。本市では、 「鹿児島市電子計算組織に係 る個人情報の保護に関す る条例」を制定 し、

個人情報の保護について取 り組んでいますが、これまでの実績や地域情報化の新 しい動

向を踏 まえなが ら、よリー層の充実を図つていきます。

公共施設間の情報通信網 を整備す るにあたつては、公開系の情報 と個人情報の ような

非公開系の情報 とを明確 に区別 し、セキュ リティの確保 に努めます。

また、デー タ破壊等によつて、市民生活に大きな影響を及ぼす危険性があるデー タに

ついての安全対策にも十分配慮 します。

さらに、プログラムやデータベースの活用にあたっては著作権の保護に十分注意 しま

す。

( 2 )新たな情報格差に対す る配慮

情報化によるメ リッ トは、あらゆる市民が享受できることが原則です。 しか しなが ら

現実は、ともすればその恩恵を受けられない人たちが出てきて、情報化による新たな格

差の発生につながることが考えられます。高齢者、障害者、外国人な どいかなる人たち

にとつても意義のある情報化でな くてはな りません。 このよ うな視点で端末の操作性や

システムの内容等に配慮 していきます。

また、情報化に意欲的で専門的な技術を持つている人たちに対 しては、ハイ レベル の

機器 に触れ ることができる機会をつ くつていきます。

さらに、情報化 は全てコンピュータとい う発想ではな く、家庭や企業の情報機器の普

及状況を踏 まえなが ら、電話や紙媒体、あるいはフェイス ・ツー ・フェイスな ど、各 々

の 目的に応 じて柔軟に対応す ることを視野に入れて取 り組みます。
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本市の地域特性を活用した個性ある方策と構想

本市の地域特性を活用 した個性ある方策と構想

本市には、様々な地域特性があ り、これ らを活用 した個性 ある情報化方策や構想への展

開が考 えられます。

ここでは、本市の地域特性 とそれを活用 した方策や構想 について見ていきます。
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1本 市の地域特性

( 1 )充実 した高次都市機能 と交流拠点都市機能

南九州最大の都市である本市は人 日5 5万人を擁 し、県都 としての中枢管理機能や研究

開発機能、また経済、医療、教育 ・文化、ア ミューズメン ト等の機能、 さらには陸海空

のター ミナル機能 を備 えてお り、高次都市機能 と人 ・もの 。情報の行 き交 う交流拠点都

市機能が充実 した都市です。

・研究開発機能

4年 生大学 2校 ・短期大学 5校 の計 7校 の高等教育機関、鹿児島大学地域共同研究

セ ンター等

・陸海空のター ミナル機能

鉄道網―建設 中の九州新幹線鹿児島ルー ト、鹿児島本線 ,日豊本線な ど

道路網―全線開通 している九州縦貫 自動車道な ど

海上交通網―離島航路を中心 とす る鹿児島港な ど

航空網一国内線、国際線の航空路線の充実 した鹿児島空港

→P84～85 資料編1-51112疹 照

( 2 )豊かな自然 と歴史 ・文化

本市は市街地の1長前に広がる雄大な桜島 と波静かな錦江湾、背後には鹿児島のオアシ

ス といわれ る城 山があ り、すばらしい 自然景観に意まれています。

温泉は市内いた る所か ら湧 き出 してお り、 2 0 0ヶ 所以上の泉源 と50ヶ所の温泉の銭湯

があ ります。

また、本市は旧石器時代か ら今 日まで約 1万 年以上にわたる歴史を有 しています。原

始 ・古代、薩摩七十七万石、そ して明治維新。鹿児島は数々の歴史の舞台 とな りま した。

特に鹿児島は、江戸時代に鎖国体制の中、英国へ留学生を派遣 したよ うに古 くか ら世

界を見つめてきま した。太平洋の黒潮の通過点であるため、海外か らの文化が流れつい

てお り、ザ ビエルがキ リス ト教布教のために上陸 したのも鹿児島で した。
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本市の地〕城特ドとを活用 した1珂性ある方策と構想

さらに鹿児島は美術面でも近代の礎 を築きま した。 日本の近代洋画の発展に寄与 した

数多 くの画家 を輩 出 し、文学で も鹿児島にゆか りのある作家が数多 くいます。

・鹿児島出身の画家

黒 田清輝、藤島武二、和 国英作、海老原喜之助、東郷青児な ど

・鹿児島ゆか りの作家

島尾敏雄、林芙美子、椋鳩十、海音寺潮五郎、向田邦子、梅崎春生な ど

(3)個性 と魅力ある観光資源

本市は、個性 と魅力にあふれた豊富な観光資源に恵まれています。前述の 自然、歴史

文化は もちろん、 さらには市立の施設を中心に鹿児島独 自の文化 ・観光施設が大変充実

しています。 これ らの施設は、観光面だけではな く産業振興、教育 。文化な ど様 々な側

面で有効に活用 されています。

・主な施設

かごしま水族館、ふ るさと考古歴史館、市立美術館、市立図書館、市立科学館、維

新ふ るさと館、平川動物公園、かごしま文学館、かごしまメルヘ ン館、西郷南洲頭

彰館、県歴史資料セ ンター黎明館、県立博物館、長島美術館、尚古集成館等

→P81 資 料編Ⅱ-3修 疹照

2地 域特性 を活用 した方策

第 2章 に掲げた方策の中で、特に鹿児島の地域特性を活用 したものは次のとお りです。

歴史 B文 化資産のデ ジタル化の推進

→ (活用す る地域特性)埋 蔵文化財、史跡、伝統工芸な どの歴史資産、美術や文学な ど

の文化資産

個性 ある文化 口観光施設ネ ッ トワーク情報 システム

→ (活用す る地域 特性)個 性 と魅力 ある様 々な文化 ・観光施設

57



3地 域 特 性 を活 用 した新 しい構 想

地域特性 とい くつかの方策を組み合わせ ることで、新 しい構想が広がっていきます。

構想 I『 地域資源 を活用 した健康保養都市』構想

噂
人々の健康や美容への関心が高まる中、本市の恵まれた気候や自然、温泉、都市機能

などを一体的に活用 し、都市全体 を健康づ くりや保養の場 として広 くアピールする。関

連する情報 をリンク し、健康保養都市 としての機能が充実 した本市の魅力を内外に発信

するとともに、滞在者が必要 としている情報、役立つ情報 を提供 してい く。 (本市は、

気候が温暖なことや運動施設が充実 していること等か ら、プロ野球やプロサ ッカーのキ

ヤンプ地でもある。)

医療 、ア ミュー ズ メン ト機 能等 の充実

ア クセ ス手段 が整備 された交通ネ ッ トワー ク

掌 々なヽ 自然 と歴史 ・文化、個性 と魅 力 ある観 光資源 1自 然 、温泉、文化 ・観 光施設 等

→医療機関、各温泉の効能等の情報を活用す る。

高齢者 ・障害者の社会参加 を支援するためのシステム

→高齢者 か らl P f 3上の歴 史な どを学習す る機 会 を充実す る。

生涯学習情報 システム

図書館情報ネ ッ トワークシステム

→公共施設利用のための情報を活用す る。

歴史 ・文化資産のデジタル化の推進

個性 ある文化 口観光施設ネ ッ トワーク情報システム

→本市の持つ観光施設等の情報を活用す る。

商店街活性化のためのインターネ ッ ト活用

→飲食店や シ ョッピング、イベ ン ト情報を活用する。

観光客誘致のためのインターネ ッ ト、 C D― R O M等 の活用

既存イベン トの情報発信

→観光情報、イベ ン ト情報を活用す る。

受け入れ体制促進のための情報化への取 り組み

コミュニテ ィ活動、ボランテ ィア活動に関する情報 システム

→観光客へのホス ピタリテ ィ醸成に関する情報を活用す る。

四
多 くの人たちが鹿児島を訪れ、長期滞在することで、様々な交流が図 られ るとともに

経済効果が期待 され る。
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本市の地域特性を活用 した1司″性ある方策とlfr想

Oイ メージ

温泉 (泉質 ・効能別)  医 療機 関   タ ラノテ ラピー

スポーツ ・レクレーシ ョン施設

― 卜、か ごしま健康の森公園、

〔仮称〕等)

・公園 (鴨池陸上競技場 ・野球場 ・テニスコ

鹿児島ア リーナ、ふれあいスポーツラン ド

民間フィ ン トネスクラブ   ゴ ル フ場   ボ ー リング場

釣 り (海づ り公園等) マ リンレジャー (ヨッ ト、ボー ドセー リング等)

健康づ くリイベ ン ト (桜島 ・錦江湾横断遠泳大会、妙 円寺詣 り、近郊地区の

マ ラソン大会等)

自然遊歩道   観 光農園

文化 ・観光施設 (かごしま水族館、市立美術館、かごしま文学館、かごしま

メルヘ ン館等)

伝統工芸体験 ・製造工程見学 (薩摩焼、薩摩切子、大島納、焼酎等)

史跡 ・文化財 (縄文時代の遺跡、明治維新関連の史跡等)

イベ ン ト・まつ り ・催 し物 (おは ら祭、火山めぐリヨッ トレース、六月灯、

ウオーター フロン トフェスティバル、商店街イベン ト等)

|ショッピング ・飲食店 (天文館情報、 さつま揚な ど特産品、郷土料理等)|

車 ボランテ ィア

ヽ

血
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構想I『 火山に関する情報と研究の交流拠点都市』構想

活火山
“
桜島

"は
鹿児島のシンボル として素晴 らしい 自然景観や温泉な どの恩恵を与

えると同時に、降灰や地震な どの被害をもた らす存在でもある。 このような火山と共生

している本市に火 山に関す る情報拠点機能を整備 し、火山研究や防災、観光、温泉、医

学、農業な ど火山と関連の深い分野において、関係機関等 とのネ ッ トワークを構築 し、

様々な情報収集 を行いなが ら、世界に向けて発信 してい く。

さらにこれ らの成果発表の場 として、国際級の会議開催につなげてい く。

眼前 に広 が る活火 山
“
桜 島

"

研 究開発機 関の充実

豊かな自然

充実 した高次都市機能 と交流拠点都市機能

→火山と防災の在 り方について活用す る。

図書館情報ネ ッ トワークシステム

→火山に関する文献等の情報 を収集す る。

産学官連携 ・異業種交流の推進

→火山研究をテーマに大学や様 々な企業、公的機関な どの連携 を支援す る。

情報化関連のイベン ト、 コンベンション開催

→研究成果発表の場 として鹿児島市で火山に関す る国際会議を開催す る。

国際交流 口地域間交流促進のためのインターネッ ト活用

→国内外の火山に関連す る都市や研究機関等 との交流を進 める。

受け入れ体制促進のための情報化への取 り組み

コミュニティ活動、ボランティア活動に関する情報 システム

→ 〔国際会議開催の場合〕ホス ピタ リティ醸成に関す る情報 を活用する。

防災情報 システム

本市を中心に世界 レベルで火山に関す るネ ッ トワークが構築 され、この分野における

貴重な情報の集積が図 られ る。

また、大学や企業、行政の参画 ・連携 に加 え市民 も参加することで、学術的な研究や

新技術 。新商品の開発のみな らず、 日常生活における防災の在 り方や本市のまちづ くり

への新 しい取 り組みな どを皆で考える機会 とす る。
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本市の地域特性を活用 したllq性ある方策と構想

Oイ メージ

研究機 関等

大学

火 山や地震等に関す

る学部 ・学科、観測

所、研究所等

共同研究センター

各学会等

火 山関連の各省庁

火山関連の課

工業技術セ ンター

観光関係

温泉

農業

関連企業

火山関連の課

海外の研究機 関等

火 山や地震等 に関

す る大学や研究所

観測所等

世界中の人々

活火山を擁する都市
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構想皿 『インターネットによる子ども国際交流』構想

噂
鹿児島市内の学校の子 ども達がインターネッ トを使 って、姉妹 口友好都市など海外の

学校の子 ども達 と、お互いの地域の魅力や歴史などを紹介 しあいなが ら、交流を深めて

い く。

ソフ トの制作は、子 ども達自身が様々な人たちの参画 ・協力をもらいなが ら行 う。

(郷土史家による鹿児島の歴史などに関する指導、伝統工芸に携わる人たちによる特産

品に関する指導、情報通信関連企業や大学生等による技術指導、通訳ボランティアによ

る翻訳指導など)

亨亨 との交流、江戸時代の英国留学生派遣など国際交流の歴史

国際交流の素地

1豊かな自然 と歴史 ・文化、個性 と魅力ある観光資源 1豊富なコンテン ト

ネ ッ トワークコンピュータによる学校教育情報システム

→学校のイ ンターネ ッ トを活用する。

高齢者 ・障害者の社会参加を支援するためのシステム

→高齢者か ら郷上の歴史な どを学習する。

高齢者は子 ども達か らヨンピュータの操作等を教えてもらう。

歴史 白文化資産のデジタル化の推進

個性 ある文化 ・観光施設ネ ッ トワーク情報システム

→ ソフ ト制作のための情報収集等に活用する。

国際交流 口地域間交流促進のためのインターネ ッ ト活用

→姉妹 ・友好都市な ど本市独 自の国際交流を活用する。

コミュニテ ィ活動、ポランティア活動に関する情報 システム

女性の社会参加 を支援するためのシステム

→ ソフ ト制作に市民、企業、学生などのボランテ ィアに参画 してもらう。

四
子 ども達の情報 リテ ラシーや国際感覚の向上が図 られるとともに、郷土に対す る理解

が深 められ る。

ソフ ト制作に産学官民の様々な大人たちが参画することで、分野、業種、世代、地域

を超 えた交流が図 られて、コミュニティ ・ボランティアのネ ッ トワー クの形成や新 しい

ビジネスチャンスに結びついてい く。

制作 された ソフ トは学校間の交流だけではな く、幅広 く活用す る。

つ
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本市の地域特性を活用した個性ある方策と構想

Oイ メー ジ
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計画の策定経過

計画の策定に際 しては、学識経験者等の意見等を反映 させ るため、 「鹿児島市地域情報

化推進懇話会」を設置 しま した。

懇話会の開催経過

開 催 日 議 題

平成 9年 7月 22日 「本市の地域情報化の視点」

平成 9年 8月 2 2日 「基本的な考え方 と取 り上げるべき要素」

平成 9年 11月 7日 「鹿児島市地域情報化計画 (兼案)に ついて」

平成 10年 2月 9日 「鹿児島市地域情報化計画 (案)に ついて」

懇話会委員名簿 (敬称略)

月尾 嘉 男 〔座 長 〕  東 京大学工学部教授

岩 重 秀 人

興 津  勝

加 藤 威 光

酒 井 マ リ

中尾 成 昭

永 田 良一

中村 和 恵

二宮 公 紀

萩 野  誠

服 部 行 麗

浜 島 博 史

牧 野  繁

茂木愛
一郎

内村 勝 美 〔座長代理〕 鹿 児島市助役

藤 崎 和 久 鹿児島市助役

鹿児島県新技術情報課情報企画監

財団法人地方 自治情報セ ンター研究開発部長

鹿児島商工会議所中小企業相談部長

国際協力事業団九州国際セ ンター国際協力推進員

鹿児島青年会議所副理事長

株式会社新 日本科学代表取締役社長

株式会社統計 システム研究所代表取締役

鹿児島大学総合情報処理セ ンター助教授

鹿児島大学法文学部助教授

鹿児島市医師会理事

株式会社南 日本新聞社電算管理部副部長

中町通 り商店街広報部長

日本開発銀行設備投資研究所主任研究員

委員の職名は平成 9年 6月 現在
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! 情 報化に関する現状

|-1 情 報通信の現状

(1)情報通信技術の動向

[国内情報通信の動向]

(昭和61年度(末)=100)
65,000

60,000

55,000

50,000

45,000

40,000

35,000

30,000

指
25,000

数
20,000

15,000

10,000

5,000

1,000

― 加入電話契約数

― 携常 自 動車電話契約数

H― 無線呼出し契約数 (ポケットベルなど)
。  ISDN回 線数

▲  高 速デジタル回線数 (企業間LANな ど)

!J  電 報通数

― NHK受 信契約数

― NHK衛 星放送契約数
―"― ケーブルテレビ契約数

。  無 線局数

△  内 国郵便物数

加入電活契約舷
46771699契約(61年度末)
-61342,737契約(8年9ユ末)

携常 白 動車電話契約故
95,131契約(61年度末)
-15,306)191契約(8年9月末)

焦線呼出し契約欺
2487946契約(61年度末)
-10)631301契約(8年9n木 )

lSDN回線敬
1,198回線(63年度末)
‐744,055回線(3年9月末)

高速デジタル回線数
2225回線(S】年度末)
-97465回 線(8年9月末)

電報通数
40050千通(61年度)
‐411385千迎(7年度)

NHK受 信契約な
319541633契約(61年度末)
-35377,295契約(7年度木)

NHK術 星放送契約数
1,20/千契約(元年度木)
→7813千契約(8年9月末)

ケーブルテレビ契約Ft
437ド344契約(61年度末)
‐4034104契約(3年9月末)

無線局取
4.155354局(61年度末)
-17315536月 (7年度末)

内回邸優物畿
13)033939千江(61年度)
-25、3571701千通(8年度)

800

600

400

200

0
61 5   6   7 8年 9月末

年度(末)

(注)l ISDN回線数は昭和 63年度末、NHK衛星放送契約故は元年度末を100とした。

2 1SDN回線は基本インターフェースの回線数である。

3ケ ーブルテレビは自主放送を行うものを対象とする。

(資料)「平成 9年版通信白書」 (郵政省)
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[伝送時間の比較]

く情報通信技術の進歩〉

電話

(33 6kbps)

INS64

(64kbps)

B S

(240kbps)

C S

( 1 1 2 0 k b p s )

C S (テ
｀
シ
｀
タル)

(42Mbps)

新聞紙 (2万文字)1枚

(約 40KByte)
1 3 6 秒自〉71秒 閣〉19秒 日〉 04秒 閣〉001ミリ秒

フロッピーディスク1枚

(約lMByte)
5 8分 顧傍 3分 園掛 48不少 臼 挙 10秒  題 鱗 03ミ リ秒

(伝送時間の高速化)

(注)1伝 送効率=0 7 1Byte=3bitで 計算。

28S、 CSはいずれもデータ多重放送。CS(テ
｀
シ
｀
"↓)は 1トランスドンダすべてを使用した場合の値。

3電 話は 33 6kbpsで計算。

(資料)「 平成 9年版通信白害」 (郵政省)よ り作成

[デジタル機器 ・デジタルサービスの変遷]

1970         1975        1980         1985

(注)図中の数字はそれぞれ市場投入、またはサービスを開始した年 (個人ユーザー向け)。
(資料)「 平成 9年版通信白者」 (郵政省)よ り作成
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(2)情報通信基盤の整備状況

①政府の取組み

郵政省では、平成 5年 3月 に電気通信審議会に対 して 「21世 紀に向|ナた新たな情

報通信基盤の整備のあり方について」の諮問を行い、平成 6年 5月 、同審議会から

「21世 紀の知的社会への改革に向けて一情報通信基盤整備プログラムー
」と題 した

答申を受|ナた。本答申は、21世 紀に向|ナて目指すべき知的社会の構築とこれを支え

る1情報通信基盤の整備について総合的なビジョンと方策を提示 しており、中でもネ

ットワークの整備の推進においては、光ファイバー網の全国整備の目標時期を 2010

年とすることが示された。郵政省ではこの答申に基づき、平成 6年 6月 、 「情報通

信基盤の整備について」を公表 し、次の通 り情報通信基盤の整備 目標を明らかに し

ている。

[情報通信基盤の整備スケジュール]

西暦 整備 目標 人ロカバ レッジ

2000年 都道府県庁所在地内の主要地域、及びテ レトピア

指定者「市の一部、また、全国の学校、図書館、病

院、公民館、福祉施設等の公共機関

全国総人回の 20%

2005年 人口 10万 人以上の都市、及びテレトピア指定都

市の一部

全国総人回の 60%

2 0 1 0年 その他の地域 (全国整備の完了) 全国俗人口の 100%

政府は、平成 6年 10月に策定 した 「公共投資基本計画」において、 「光ファイバ

ー網の整備をはじめとした民間主体による通信に関連 した社会資本の高度化を促進

するとともに、必要性を勘案 しつつ、行政 教 育 医 療 福 祉 図 書館などの公的

分野の情報化を進める」こととした。その後、政府の高度情報通信社会推進本部は、

平成 7年 2月 、 「高度情報通信社会の構築は 2000年までを先行整備期間とし、光フ

アイバー綱は、2010年 を念頭において早期の全国整備を目指す」とした整備目標年

次を盛 り込んだ基本方針を策定 した。

これを受|ナて、高度情報通信社会推進本部及び有識者会議において、本方針のフ

ォローアップが進められるとともに、各省庁においても様々な取組みが展開されて

いる。
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②民間の取組み

日本国内におけるNTT等 の第 1種電気通信事業者全体の情報通信インフラの整

備1犬況は下表の通りである。中継系ケーブルについては、全国で約 15万 kmの ケー

ブルルート長があり、国土面積を考慮すれば米国の400万 kmと上ヒ較 して遜色のない

ものとなつている。

ケーブルの光ファイバー化率については、中継系のケーブルルート長でみた場合、

956%の 光ファイパー化率となっており、ケーブル長でも 554%ま で整備が進んでい

る。NTTで は現在、2010年 までに全家庭までの光化を完了する計画で整備に取り

組んでいる。

[ケーブルルー ト長からみた整備状況 (平成 6年 度末)] 単 位 :千km

項  目 ル ー 卜長 うち光ケーブル ( 光化率)

中 継 系 146 8 1 4 0 . 3 ( 9 5 6 % )

加入者系 6831 4 5 0 ( 6 6 % )

合 計 829 9 1 8 5 3 ( 2 2 3 % )

(注)ルート長とは、通信線が敷設されている道路延長。
(資料)郵政省資料

[ケープル長からみた整備状況 (みた整備状況 (平成 6年 度末)]     単 位 :千km

項  目 ケーブル長 うち光ケーブル(光化率)
中 継 系 29013 1 6 0 . 7 ( 5 5 4 % )

加入者系 1,1151 5 1 9 ( 4 7 % )

合 計 1,405.4 2 1 2 6 ( 1 5 . 1 % )

(注)ケーフル長とは、光ファィバーを束ねた条数の延べ延長。
(資料)郵政省資料
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年度末 3 4 5 6 7 8

普及率
一般加入電話

移動電話

無線呼出

PHS

56,260

1,378

5 , 9 1 1

57,652

1 , 7 1 3

6,689

58,330

2 , 1 3 1

8,064

59,936

4,331

9,353

60,798

10,204

10,611

11508

61,460

20,876

10,074

6,030

49 1%

16 7%

8 1%

4 8%

(3)情報通信機器の普及状況

[電話等加入者数の推移]

(注)1移 動電話は携帯電話及び自動車電話を含む。

2普 及率算出の人口は総務庁統計局発表の推計値

単位 :千件

(平成 9年 8月 1日 現在)を 使用。

24 9%

(資料)郵政省資料より作成

[国民生活の情報化に

(資料)「平成 9年 版通信白害」 (郵政省)

[世帯における主な情報通信機器類の保有率の推移]

%
25 0

20 0

1 5 0

5 0

0 0

2年   3年   4年   5年   6年

(資料)「平戌 9年版通信白書」 (郵政省)

一 携帯電話

―→§卜ヽ ファクシミリ

ー  A°ツ]ン

ー  無 線呼出 し

― PHS

―  カー ナと
｀
夕―`ション システ

7 年

に関する国際比較 (平成 7年 )

日本 米国 イギリス ドイッ シンカ
Ⅲ
ホ
°―ル

携帯電話(PHS)加入率 100 0 130 7 95 8 38 7 142 5

パソコン普及率 100 0 134 7 138 7 122 0

パソコン通信加入率 100 0 104 9 134 59 8 73 0

VTR普 及垂 100 0 105.3 101 6 67 3 1137

ケープルテ レE加 入率 100 0 723 5 66 7 538 3 22 2

通信料支出額 100 0 96 2 57 7 58 5 136 2

電話回線加入率 100 0 108 2 101 4 101 7 1114

無線呼出加入率 100 0 145 1 152 490 7

，
ｒ

8 年



(4)インターネッ トの普及状況

[インターネットに接続されるホス トコンピュータ数の推移]

千台
18000

16000

14000

12000

10000

8000

6000

4000

2000

0

19961年
月

19971

単位 :千 台

[インターネット・サービス ・プロパィダ数の推移]

社
1,800 .

1,600

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0

1994 2 1995 2 19962 年
月  19972

19931

199111 1992 1 1993 1 1994 1 1995 1 1996 1 1997 1

全 世  界 376 0 727 0 1,313 0 2,2170 4,352 0 9,472 0 16コ146 0

対前年伸び率 93 4% 80 6% 68 8% 118 9% 95 2% 70 5%

日 本 23 2 42 8 96 6 269 3 734 4

対前年伸び率 169 8% 84 5χ 125 7% 178 8% 172 7%

(資料)「平成 9年 版通信白書」 (郵政省)

1997 2

第一種 5社

第二種 1,640社

1特別二種 31社

十
一般二種 1,600社

合  計 1,645社

(資料)「平成 9年 版通信白書」 (郵政省)

つ
ち

，
′



|-2 産 業 と情報化

(1)企業の情報化の動向

[中小製造業の情報化の現状]

製造業

(中小企業)

製造業

(小規模企業)

7%  7%       26%

0%    10%    20%   30%   40%    50%   60%   70%

(資料)「平成 8年版中小企業白害」 (中小企業庁)よ り作成

[中小製造業が情報化を進める上での障害]

初期投資等の資金負担
が大きい

人材不足

自社にあったシステム

が見つからない

景気が先行き不透明で

タイミングを掴めない

ノウハウがないこと

進める際相談する相手

がいない

その他

0%     5%    10%    15%   20%   25%   30%

(資料)「平成 8年版中小企業白書」 (中小企業庁)よ り作成

①

②

③

既に進めているが一層進めたい

既に進めているが今後は難 しい

既に進めておりこれ以上は必要ない

現在進めていないが今後は進める

必要性は認識 しているが現状では困難

必要性を感 じない

④

⑤

⑥

73



(2)情報関連産業の動向

[情報サービス業の年間売上高の推移]

百万円

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

(資料 )

億 円

80,000

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0
61年 62年 63年 元年 2年  3年 4年 5年 6年 7年 8年

「特定サービス産業実態調査報告書 (情報サービス業編)」 (通産省)

全国計 (右目盛)

(左目盛)

[情報サービス業の動向]

事業所数

(事業所)

従業者数

(人)

年間売上高

(百万円)

1事 業所当たり 従業者 1人 当たり

従業者数 年間売上高 (万円) 年間売上高 (万円)

県

内

計

昭和61年 〔
Ｖ 2,827 24 17,666 ，

Ｉ

平成 3年 1,223 10,686 33,394 874

平成 8年 1,092 13,358 34,252 1,223

全 日召赤日61を千 2,808 198,522 1,915,939 71 68,231 食
）

ｎ
）

国

計

平成 3年 7,096 493,278 6,875,247 96,889 1,394

平成 8年 6,297 417,087 7,143,543 113,444 1,713

(資料)「特定サービス産業実態調査報告書 (情報サービス業編)」 (通産省)
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[情報関連産業の地方での立地を促進するための要素]

全国を結んた情報ネットワクの整備

通信料金の引き下げ

地域内の民間企業の情報化の
推進

公的資金支援制度の充実

地方自治体の情報化の拡大

情報関連の高度な設備を有
したインキ■へ

Ⅲ―卜施設の整備

大都市圏向け販売等のための
拠点確保に対する支援

関連分野の優れた人材をま出
するための大学の設置

大学との共同研究体制の整備

1 3 9 % |

54 2就

1 8 1 %

3 2%

6 ?%

3 9 % |

有効回答企業数 1,898社

(資料)「情報サービス産業の地域展開に向けて (1996年 10月調査)」 (日本開発銀行)

[大都市目の情報関連産業が地方に立地する可能性]

(注)大都市回は、東京、神奈川、千葉、1奇玉、

(資料)「情報サービス産業の地域展開に向けて

愛知、大阪、京都、兵庫。

(1996年10月調査)」 (日本開発銀行)

本社機能を移転
する可能性あり

9 4%

有効回答企業数
1 , 2 8 1 社

支社 営 業所等
新設する可能性あり

28 6%
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|-3 学 校教育と情報化

(1)コンピュータの整備状況

(注)AイウドPC t国によって調査概念はまちまちであるが、WindOwsが使用可能程度。
(資料)「情報教育に関する海夕ヽ実態調査研究(H93)」 (文部省教育情報科学研究会)

[わが国の公立学校 におけるコンピユータ設置率の推移]

1000

900

800

700

600

500

400

300

200

1 0 0

0 0

6 2   6 3   元    2    3    4    5    6    7    8

(資料)「公立学校における情報教育の実態等に関する調査結果(平成 8年度)J (文 書「省)

[わが国の公立学校におけるコンピュータの設置状況等]    単 位 :校

(注)平成 9年 3月 31日現在。

(資料)「公立学校における情報教育の実態等に関する調査結果(平成 8年 度)」 (文部省)

（ざ
）性
廻
経
ヽ
Ｉ
Ｈ
コ
ハ
ロ

[わが国及び海外における小中学校のコンピュータ整備状況]

回 首当]ンヒ
・
ュータ ハイエント

・
PC 考備

日 本 ( ′卜)

(中)

389人 /台

159人/台

8人/台

9人/台

文部省情報教育室調査 (1997)
2 0 0 0年までに中学校では1クラス人数分のPC

を、小学校では2人に1台を各学校に整備

米国 (小 ・中) 約9人/台 約 38人 /台

McK i n s e y  a n d  C o m p a n y調査 119 9 5 )

9 6年現在65%の 学校がインターネットに接続
200 0年までに全学校が接続される計画

ナ力 グ ( ′卜)

( 中)

5人/台

5人/台

206人 /台 プリッティッシ]]レヒ
・
ア州調査 (199引

イギリス (小)
(中)

180人 /台

85人 /台

国立教育工学評議会調査 11994)

ド イ ツ ( / J ヽ)

(中)

131 0人 /台

2 6 0人 /台

2620人/台
43人/台

ハンプルク州調査 (1995)

フランス (中)

( 高)

0人/台

0人/台

国文省報告書による (19 9 0
2 0 0 0年までに全中学校にインタネット導入予定

一 月ヽ 検

校

学

校

」コー中
― 高

学校数

(A)

]ンと
°
■ウを設置

する学校数(B)

設置率

( B / A )

コンと
°
■―タ

設置台数

LAN設置校数

(C)

割合

(C/B)

小学校 23,932 21,701 90 7% 184,860 2,917 13 4%

中学校 10,485 10,465 99 8% 264,959 5,910 56 5%

高等学校 4,164 4,163 100 0% 277,054 2,515 60 4%

特殊教育諸学校 98 7% 8,975 8 8%

で
∪

ク
′



[県内の公立学校におけるコンピュータの設置状況等]    単 位 :校、台

学校数

(A)

]ツと
°
■ウを設置

する学校数(B)

設置率

( B / A )

コンと
°
■―タ

設置台数

[AN設置校故

(C)

割合

( C / B )

小学校 599 99 8% 6,366 9 3%

中学校 275 275 100 0% 5,330 33 5%

高等学校 100 0% 5,888 20 24 4%

特殊教育諸学校 100 0% 1 6 7%

(注)平成 9年 4月 1日現在。

(資料)鹿児島県教育庁学校教育課資料より作成

[わが国の公立学校のインターネット接続状況]   単 位:校

学校数 (A) 接続学校数 (B) 割合 (B/A)

小学校 23,851 1,747 7 3%

中学校 10,470 1,304 12 5%

高等学校 4,160 17 3%

特殊教育諸学校
（
υ 11 2%

(注)このデータは平成 9年 6月 に行つた都道府県 チ旨定都市教育委員会に対するヒアリンク調査結果。

(資料)「公立学校における情報教育の実態等に関する調査結果(平成 8年度)」 (文部省)

(2)教員のコンピュータ教育の実態

(注)平成 9年 3月 31日現在。

(資料)「公立学校における情報教育の実態等に関する調査結果(平成 8年度)」 (文部省)

[県内の公立学校の教員におけるコンピュータ教育の実態]       単 位 1人

(注)平成 9年 4月 1日現在。

(資料)鹿児島県教育庁学校教育課資料より作成

[わが国の公立学校の教員におけるコンピュータ教育の実態]      単 位 :人

教員数

(A)

]ツと
°
■,夕を操作

できる教員数(B)

割 合

( B / A )

(B)のうちコンと
°
■夕に関 し

て指導できる教員(C)

割 合

(Cフ/B )

小学校 408,908 160,137 39 2% 68コ141 16 7%

中学校 250,076 127,297 50 9% 56,318 22 7%

高等学校 210j548 123,861 58 7% 50,059 23 8%

特殊教育詰学校 49,132 16,552 33 7% 5,877 12 0%

教員数

(A)

コンと
°
■夕を操作

できる教員数(B)

割 合

(B / A )

(8)のうちレと
°
■夕に関 し

て指導できる教員(C)

害J 合

( C / B )

小学校 7,554 3,989 52 8% 1,985 49 8%

中学校 4,835 2,246 46 5% 1,002 44 6%

高等学校 3,769 1,637 43 4% 56 3%

特殊教育諸学校 250 29 4% 33 6%
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ll 本市の現状と地域特性

‖- 1  人 口

(1)人口と高齢化率

[人口と高齢化率の推移]

人

550,000

545,000

540,000

535,000

530,000

525,000

2年   3年

(資料)住民基本台帳

(2)合計特殊出生率

[合計特殊出生率の推移]

16%

14%

12%

10%

8%

6%

4%

2%

0%

― 市 ―霞― 県 ― 国

2 4

2 2

2 0

1 3 L_____― ――――――:■■

1 6

1 4

1 2

1 0

口召和45年      R召斥日50年      8召斥l155年

(資料)鹿児島市中央保健所資料より作成
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‖-2 産 業構造

(1)就業人口

国

[産業別就業人口割合 (平成 7年 )]

□ 第 1次 産業       口 第 2次 産業       □ 第3次 産業

6 0% 31 8% 62 2%

14 9% 24 7% 60 4%

ッ‰% 80 5%

0%     10%     20%     30%     40%     50%     60%     70%     80%     90%    100%

(注)上記の就業人口及びその産業別割合は産業分類不能の就業者を除いたもの。

(資料)国勢調査 (平成 7年 )

(2)純生産額

[純生産額 (平成 6年度)] 単位 :千 万円

(注)純生産額は各産業部門の生産額の総和から帰属利子を控除したものであるため、構成比の合計は100%

にはならない。

(資料)「平成 6年度市町村民所得推計報告書」 (鹿児島県統計協会)

就業人口

(千人)

63,709

県

市

第 1次 産業 第 2次 産業 第 3次 産業

1毎p小 売業 |サービス業 公務

純生産額

市
ｎ
ｖ

力
牛 21,304 146,170 44,877 58,874 161,578

1構 成比 0 3% 13 5X 90 5% 27 8% 36 4% 100 0%

県 24,405 94,048 317,910 77,460 143,294 417,506

1構 成比 5 8% 22 5% 76 1% 18 6% 34 3% 100 0%
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‖-3 観 光 ・コンベンション

(1)観光客、大会 ・会議開催状況

[観光客入込数の推移] 単位 :千 人

(資料)鹿児島市観光統計 (平成8年版)

[宿泊客発地別入込数の推移]

[大会 ・会議開催状況の推移]

単位 :千人

単位 :件 、人

平成 3年 平成4年 平成 5年 平成 6年 平成 7年 平成 8年

観光客数 8,378 8,259 7,355 7,666 7,747 7,984

1宿泊客数 2,344 2,312 2,179 2,222 2,238 2,303

北海道 東北 関東 北陸 中 部 近畿 中国 四 国 九州 外国 総数

平成 3年 力
中 424 224 88 1,412 力

中 2,344

平成 4年 う
０ 111 ｎ

ｖ 1,401 力
午 2,312

平成 5年 39 90 207 1,375 2,179

平成 6年 ０^じ^ 204 ０
０ 1,454 38 2,222

平成 7年 38
ラ
ｒ 93 1,527 2,238

平成 8年 う
０ 314 （

） lj574 30 2,303

(資料)鹿児島市観光統計 (平成 8年 版)

[外国人宿泊客の状況]   単 位 :人

平成 7年 平成 8年 ｕ
日

′
／

０
０

ｕ
ｍ

台 湾 5,237 10,015 191 2

韓  国 4,963 9,529 192 0

香 港 2,004 3,405 169 9

米  国 5,298 2,663 50 3

その他 4,995 4,334 96 8

合 計 22,497 30,446 135 3

(資料)鹿児島市観光統計 (平成 8年 版)

平成元年 平成 2年 平成 3年 平成 4年 平成 5年 平成 6年 平成 7年 平成 8年

開催件数 （
ｙ

ｎ
ｖ

（
Ｖ 129 力

午 170

県外参加宿泊者数 34,721 35,835 36,926 43,290 36,083 41,901 56,051 68,918

(注)開催件数については鹿児島市で開催された 100名以上の各種大会会議の実績。

(資料)鹿児島市観光統計 (平成 3年版)
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(2)主な観光資源

[個性と魅力ある主な文化 ・観光施設]

●市立

施設名 徴特

かごしま水族館 日本有数の大きさを誇る水量 1500トンの黒潮大水槽、水中 トンネル、奄美大島の海

を紹介する立体ハイビジヨンシアター、イルカの自然の生態を紹介するイルカプ

ールなど高の海と黒潮が織 りなすロマンに満ちた世界を演出 している。

ふるさと考古歴史館 縄文時代草創期の掃除山追跡を中心とした貴重な文化追産の調査研究を行う拠

点施設であるとともに、本市の歴史や文化を国内最大級の大型模型や最新の情

報 映 像機器を駆使 して紹介する参加体験型博物館である。

市立美術館 常設展示は、油彩画、日本画、彫刻、工芸、西洋美術の 5部門で構成され、黒国

清輝をはじめ、版画の橋口五葉、彫刻の新約忠之介、工芸の宮之原謙など郷土作

家の作品を中心に収蔵されている。また、モネやルフアール、ピカツ等の西洋近

代から現代に至る美術名品も展示されている。

市立科学館 先人たちの英知 と情熱の結晶の上に、最新のテクノロジーを重ね合わせ、火 と

上、水 と風、音と光、宇宙などの科学に関する原理 原 則をわかりやす く紹介す

る科学展示コーナーとプラネタリウムやオムニマックス (全天周映像投影装置 )

による感動的な宇宙劇場で構成されている。

維新ふるさと館 明治維新のすべてを楽 しく学べるハイテクギャラリーである。維新を中心とした

鹿児島の歴史を映像、ロボット、ジオラマなどのハイテク機器で紹介 している。

平川動物公園 約 32万 甫の広々とした自然の中に、コアラなど 131種 1390点の動物たちが飼育

されている。

かご しま近代文学館 鹿児島ゆかりの 6人 の作家 (林業美子、海音寺潮五郎、椋鳩十、島尾敏雄、梅崎

春生、向田邦子)の 業績や作品、また、夕B土出身の作家や鹿児島を舞台にした作

品など様々なジャンルにわたり紹介 している。

かごしよメルヘン館 世界の宣話 民話の主人公たちや世界各地の人形なとが夢溢れるファンタジック

な世界を倉1り出 している。

0そ の他

施設名 特 徴

県歴史資料センター黎明館 鹿児島のルーツを探る貴重な歴史資料を展示 している。

県立博物館 動植物、岩石、火山、土器、石器、化石の展示が中心となっている。

尚古集成館 薩英戦争関係の史料や島津氏 700年 にわたる諸資料を展示。大間検地唯一の

追品として貴重な文禄 3年 (1594年)島津氏分国大関検地尺を所蔵 している。

長島美術館、三宅美術館、

児玉美術館

私立美術館で夕D土関連作家などの作品を展示している。

81



[主な観光イベント]

行催事名 開催予定日 開催場所

破魔投げ大会 1 月 1 5 日 甲突川河畔市民ひろば

縁起初市 2月 中の毎週 照国神社境内

曲水の宴 3月 第 1日 曜日 仙厳園

春の木市 3月 15日 ～5月 5日 甲突川河畔市民ひろば

かごしまカップボードセーリング大会*① 3月 下旬 磯海水浴場

六月燈 7月 各神社 仏 閣

鹿児島カップ火山めぐリヨットレース*② 7月 中旬 錦江湾 南 西諸島

かごしまウォーターフロン トフェスティバル 7月 本港区北埠頭

かごしま夏まつ り祇園祭 7月 (夏休み最初の日曜日) 天文館周辺

桜島錦江湾横断追泳大会*③ 7月 下旬～8月 上旬 錦江湾

秋の木市 1 0 月 1 5 日～1 1 月 1 5 日 甲突川河畔市民ひろば

妙円寺詣り 10月第 4日 曜日 市内～伊集院町(徳重神社)

おはら祭*④ 1 1 月2 日～3 日 高見馬場～市役所

薩摩焼フェスタ 1 1 月 MBCい づろ ドーム

資料 :鹿児島市観光ガイドブック等より作成

キ印のイベン ト内容は以下のとおり。

①かごしまカップボードセーリング大会

早春の鹿児島で、錦江湾を舞台に行われるボードセーリングのレース。

②産児島カップ火山めぐリヨットレース

鹿児島のシンボルともいえる桜島の浮かぷ錦江湾そして火山島の南西諸島へと続く海を舞

台に国内外のヨットの参加により繰り広げられるレース。

③桜島 錦 江湾横断遠泳大会

磯海岸と桜島の小池海岸を結ぷ5キロあまりをコースとする遠泳大会。

④おはら祭
「おはら節」や 「はんや節」に合わせて踊り連が目抜き通りを踊る南九州最大の祭り。

薩摩焼、薩摩切子、本場大島撤、屋久杉製品、竹製品、錫器、さつまあげ、かるかん、

お茶、焼酎 な ど

つ
つ
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‖-4 国 際交流

(2)特色ある交流

【フレンドシップパートナー】

(1)姉妹 ・友好都市

都市名 盟約年月日 交 流 内 容

ナポリ市

(イタリア)

姉妹都市

1 9 6 0年5月 3日 親善使節団の相互訪間、日本語図書の贈呈、青少年の異事業によ

る青年の派遣、ナポリ通りの命名、鹿児島通りの命名、市電ナポ

リ号の運行など

パース市

(オース トラリア)

姉妹都市

1 9 7 4年4月 2 3日 親善使節団の相互訪間、鳥の受入、日本語図書の贈呈、スポーッ

交流、青少年の翼事業による高校生の派遣、パースからの高校生

受入れ、パース通 りの命名、鹿児島公園の命名、市電パース号の

運行など

長沙市

(中華人民共和国)

友好都市

1 9 8 2 年1 0 月3 0 日 友好都市締結を記念して、長沙市に 「友好和平」像を、鹿児島市

に 「共月亭」を建設、友好都市締結 2周年記念誌の発刊、日木語

図書の贈呈 (「鹿児島文庫」の設置)、 動物交換、伝統芸能の公

演、中国商品展等における伝統工芸や書画の紹介、友好訪問団等

の相互訪間、農業実習生の受入れ、医学や水道、行政の研修生の

受入れ、市電長沙号の運行など

マイアミ市

(アメリカ)

姉妹都市

1990年 11月 1日 親善使節団の相互訪間、青少年の翼事業による中学生の派遣、図

害の交換、鹿児島通 りの命名、マイアミ通 りの命名、市電マイア

ミ号の運行など

①目的

鹿児島市に滞在 した外国人との間に培われた友好の絆を帰国後も持続させ、それらの

人々を核として本市の幅広い国際交流の推進を図ることを目的としている。

②対象者

市内に 2年 以上居住の外国人留学生、市内に 1年 以上居住の県 市のALT(語 学指導

助手)や CIR(国 際交流ア ドバイザー)な ど。

③活動内容

対象となる人々に、鹿児島市の1情報 PR用 の物品等を供与するとともに、本人の近況

報告等を伝えてもらい、これを市民などに紹介している。なお、現在、23カ国約 100名 (平

成 9年度まで予定者含む)の 人々から協力してもらっている。
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‖-5 都 市機能

(1)研究開発機能

[市内の高等教育機関

(注)平成 9年 5月 1日現在。

(資料)「平成 9年度鹿児島県の教育行政」 (鹿児島県教育委員会)

[鹿児島大学における受託研究 ・共同研究の推移]

80 トーーーーーーーーーーーー
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(資料)「平成 8年度鹿児島大学地域共同研究センター年報」

7年   8年

(鹿児島大学地域共同研究センター)

の

区分 名称 学生数 教員数 学部等

国立 4年 鹿児島大学 1 1 , 7 5 3人 851人 法文学部、教育学部、理学部、医学部、歯学

部、工学部、農学部、水産学部、ほか大学院、

事攻科を合む

私立 4年 鹿児島経済大学 3,693メ、 89ン( 経済学部、社会学部

国立短期 鹿児島大学医療

技術短期大学部

401メ、 4 5 人 看護学科、理学療法学科、作業療法学科、ほ

か専攻科を含む

県立短期 鹿児島県立短期

大学

429人 44メ、文学科、生活科学科、商経学科

私立短期 鹿児島女子短期

大学

1,530人 59メ、児童教育学科、生活科学科、教養学科、ほか

専攻科を含む

鹿児島純心女子

短期大学

8 1 7人 55人 生活学科、英語科、ほか専攻科を含む

鹿児島短期大学 1 , 2 4 1人 63メ、教養学科、音楽学科、児童教育学科、ほか専

攻科を含む

計 7 校 1 9 , 8 6 4人 1 , 2 0 6人
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(2)交通ネットワーク

[交通ネットワークの整備状況]

鹿児島空港における航空路線

国内線 22路 線

国際線  2路 線

(香港、ツウル)

(平成10年郷 現在)

指宿枕崎線

十 九州帥 ルー ト

1    (整 備中)

1          空 港iC

1       加 治木lc

ィf子を=T子う

i (整
備中)..,ジ えギ
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‖1 情 報化に関する国 ・県の施策等

|||-1 国 (各省庁)による主な支援策

事業名 所管省庁

先進的情報通信システムモデル都市構築事業 通産省 郵 政省 (平成 9年 度より)

自治体ネットワーク施設整備事業 郵政省 (平成 6年 度より)

新世代地域ケーフリレテ レビ施設整備事業 郵政省 (平成 6年 度より)

ァ レワークセンター 郵政省 (平成 6年 度より)

先進的アブリケーション基盤施設整備事業 通産省

地域における電子商取引の普及 通産省 (平成 9年 度より)

ニューメデ ィア コ ミュニテ ィ構想 通産省

ハイビジョン コ ミュニテ ィ構想 通産省

リーディング プ ロジェク ト (地域情報化対策) 自治省 (平成 2年 度より)

遠隔医療推進モデル事業 厚生省 (平成 9年 度より)

111-2 県 の情報化関連機関等

①中核情報センターネットワーク

インターネット技術の活用による双方向地域情報通信ネットであり (いわゆる 「地域イン

トラネット」)、全国に例のない幅の広い多彩な情報通信環境を実現するものである。

②(財)鹿児島県中小企業振興公社 中 小企業情報センター

県内中小企業の情報化による経営革新を支援するため、鹿児島県が設置した公的な機関。

1回々 の中小企業の情報化支援と経営情報の提供等を行つている。

③(財)鹿児島県新産業育成財団 (KIF)

研究開発起業化の支援、人材の育成、調査研究 情 報提供など各種事業を実施することに

より地域企業を支援する機関。特に、創造的中小企業創出支援事業等によリベンチヤー企業

に対する資金的な支援を行つている。

④(株)鹿児島頭脳 セ ンター

地域産業の一層の高度化とソフトウェア業、情報処理サービス業等の地方集積を促進する

ことを目的とし、研究開発、人材育成等の各事業を有機的に連携 して、地域企業の技術高度

化に対する支援を行つている。

⑤鹿児島県工業技術センター

県内中小企業などの技術開発 技術力の向上を支援する中核的な施設で、各分野におけるエ

業技術に関するすべての相談に対応するとともに、研究事業の成果については、企業へ技術

移転を図つている。



iV その他

Ⅳ-1 高 度情報通信社会の特徴

①ネットワーク化とデジタル化による「機会均等化の広がり」
コンピユータなどの情報機器は、それ らが単独で持つ機能より、機器同士が接続される機

能が重要となってきた。このようなネットワーク機能は、ハー ドや情報の共有が可能となる

のに加え、その情報交換により成立する文化など様々な資源の共有を可能とするものである。

特に、インターネットに接続されるホス トの数は、指数カーフを描いて急増 しており、今や

地域に関係な く都会とほぼ同 じ通信料金で、世界にアクセスすることができる。

また、デジタル通信技術の飛躍的な進歩とデジタル通信網の普及は、従来のアナログ通信

に比べ、膨大な量のデータを短時間に送受信することも可能とした。

このような情報通信社会の変革は、場所や費用を気にせず、機会均等に多様な情報の交流

をもたらすことになる。

② デ ジタル化 とマルチ メデ ィア化 による 「用途の広 が り」

今やデジタル化されたISDN回 線を自宅に引けば、高速で快適なインターネッ トを楽 し

むことができるようになつている。近い将来、光ファイバーが各家庭にまで引かれれば、音

声や映像などのより膨大な量のデータを双方向にやり取 りすることができ、テ レビ電話やオ

ンデマン ドの放送サービスが普及することも予想される。

また、デジタル処理技術の発展はコンピュータの性能を飛躍的に向上させ、マルチメデ ィ

ア化を進展させた。パソコンも文字情報のみでな く、静止画や動画、音声などあらゆるメデ

ィアを統合 して扱える情報機器として生まれ変わった。自宅のパソコンでも、デジタルカメ

ラやデジタルビデオで撮影 した家族の画像や音声を編集 して楽 しむことができる。さらに、

デジタル化されたネットワークを通 じて、すべての情報のやりとりが可能である。

このような情報通信社会の変革は、各人の希望や好み、また必要性に応 じて多様な用途を

提供 していくことになる。

③ マルチ メデ ィア化 とネ ッ トワーク化 による 「コミュニテ ィの広が り」

マルテメデ ィアイしは各人の表現力を高め、またそれを助け、新たな活動分野を生み出す。

さらに、ネッ トワーク化は、時間や場所による制約を越えて新たな人の出会いを提供 し、各

人の活動範囲を広げて くれる。このような選択肢と活動範囲の広が りは、余暇時間の拡大や

高齢化の進行とも相まって、新たなコミュニテ ィの創出につながり、ライフスタイルにも大

きな変化をもたらすことになる。

タ
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lV-2 訪 日観光交流倍増計画 (ウェルカムブラン21 運輸省)

①訪日観光交流促進の必要性と基本方針

◎国際観光の振興は、国際相互理解の増進が図られることから必要不可欠であり、訪日外国

人旅行者数の伸び悩んでいる現在、官民、中央・地方が一体となつて早急な対応が必要

◎2本立ての外国人観光客誘致対策

・我が国全体の対策…誘致目標の設定と 「ゆとり観光立国」へのイメージ転換

地方観光□の対策… 「国際観光テーマ地区」の形成による新たな国際観光ネットワーク

の構築

②我が国全体への外国人観光客誘致対策

◎おおむね 10年 間で訪日外国人旅行者数の倍増を目標

日本の観光イメージづ くり 'PR、 方面別マーケティングの実施

国内滞在の費用低廉化、利便性向上等の対策の実施

③地方目への外国人観光客誘致対策

◎外国人観光客にアピールする日本の特色を反映したテーマを基に国際観光のテーマルー ト

を開発、誘客促進=「 国際観光テーマ地区」の形蔵

テーマルー ト等による観光魅力開発事業

国際観光テーマ地区における宿泊滞在拠点の形成

。ボランティアガイ ドの配置

その他の受入れ環境の改善

・誘客活動の実施

④本提言の性格及び推進体制の整備等

◎提言を推進するための支援措置の早期実現の必要性

◎中央、地方において計画の具体化のための協議会を設置
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Ⅳ-3 メ ロウ・ツサエティ構想 (通産省)

急速な高齢化に対応 して、ゆとり豊かで活力のある高齢社会の創造を目指 し、情報 通 信

システムなどの活用によつて、高齢者の積極的な社会参加を支援 していこうとするのがメロ

ウ ツ サエテイ構想である。本構想は通商産業省の長寿社会対策及び情報化施策の一つで、

今までの高齢化対策が高齢者を弱者として提える発想のものが多かったのに対 し、誰もが元

気で積極的に人生を謳歌することのできる社会を目指 していることが特徴である。

本構想は、今後数年間を第 2期 とし、情報化と高齢化のベス トミックスを追求 して活力あ

る高齢社会を作ることを目的とする。第2期 メロウ ッ サエティ構想が目指す 「高齢者参加

型情報化社会」を実現するためには、社会システム、企業、個人のそれぞれに改革が必要で

ある。そのために、高齢者が活躍する場を作ること、高齢者が活躍するための道具の供給を

促すこと、高齢者の情報リテラシーを向上させること、高齢者が活躍することの実例と意義

を広報することを目的とした施策を展開する。なお、平成 10年度以降予定している事業は、

シエアベンチャー支援事業、高齢者向け情報機器の展示 体 験、異世代交流インタフェース

の開発、 「シエア情報生活ア ドバイザー制度」の実施などとなつている。

iV-4 デ ジタルアーカイブ構想

本構想は、日本が中心とな り最先端技術を駆使 して、かけがえのない文化資産を記録精度

が高 く、映像再現性に優れたデジタル映像の形で保存 蓄 積、次世代に継承 していくもので

ある。同時に、インターネッ トなどを通 して、世界中の人々が自由に聞覧できるよう、世界

規模で構想の相互連携と協力が進んでいる。

現在、平山郁夫(財)芸術研究振興財団理事長 (前東京芸術大学学長)が 進めている 「世界

文化財赤十字構想」の実現など、デジタルアーカイプの活発な動きがある。
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※ 市 民アンケー ト調査結果

①アンケート調査の実施概要

■目的

市民の1情報化の現状、情報化施策や情報に対するこ一ズ、情報化の進展に伴う課題なとを

把握 し、本市情報化推進のための参考資料とする。

■調査対象

市民 2,000人 (性別、年齢別)

男   性 女   性

20-29歳 200ン( 200人

30-39済 発 200メ、 200人

40～49歳 200人 200メ、

50-59浦 義 200メ、 200メ、

60歳 以上 200人 200人

合 計 1,000フ( 1,000メ、

■調査期間

平成 10年 1月上旬 ～  平 成 10年 2月 上旬

■調査方法

郵送配布、郵送回収

■回収状況

回答総数 957人 (回収率 :47.9%)
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②市民の情報化の現状

[情報通信機器の家庭における所有状況 (複数回答)]

ヮープロ

携帯電話

衛星放送受信装置

パソコン

ファクシミリ

ポケットベル

PHS

ハイビジョンテ レビ

カーナビゲーション

5%    10%

回答総数 N=957

[情報通信サービスの家庭における利用状況 (複数回答)]

衛星放送

インターネット

パソコン通信

CATV(ケ ーフ
｀
ルテレビ)

キャプテンサービス

回答総数 N=957

39 7%

34 8%

■■■■■|1119 9%

16ヤ%
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③日常生活における関心事

[日常生活において関心のある分野 (複数回答)]

環境(地球温暖化、ゴミ処理等)

医療 福祉(救急医療、福祉制度等)

経済(景気対策、雇用不安等)

防災(集中哀雨、台風等)

学校教育(子供の進学、いじめ等)

余暇(レジャー、娯楽等)

政治(行政改革、規制緩和等)

人口(少子化、高齢化等)

行政(施策の進め方、情報公開等)

生涯教育(市民の学習機会等)

国際化(国際交流、国際協力等)

27 3拷

2611%

lq眺

149比

9 7勇

01x

その他

回答総数 N=947

[実現 して欲 しい情報システム等 (複数回答)]

①医療 保健 福祉 救急総合情報システム

②行政窓ロサービスシステム

③環境情報システム

④防災情報システム

③高齢者寮念通報システム
⑥生涯学習情報システム

〇地域社会づくり支援システム

③学校教育情報システム
③女性社会進出支援システム

⑩商店街情報ネットワークシステム

①観光情報ネットワークシステム
⑫図書館情報ネットヮークシステム
①市民情報ネットワークシステム

⑭企業活動支援システム

⑥高齢者社会参加支援情報システム

その他 b00%

回答総数 N=947 0%

73 4%
55 1%

酔平%
50 9%

4516%

中抑″印抑帥約岬岬榊‐上眺

注 :上記システムの内容については以下のとおり。
①医療や保健、福祉に関する様々なサヽビスがスムス

Ⅲ
に受けられるシステム

②市役所の各種申請が簡単な手続きで時間外 休 日でも利用できるシステム
③]Ⅲミ減曇やリサイクルなどの環境問題を解決するためのシスみ    ④ 災害時に殺害を最小化し、災書復旧を迅速化する防災システム
⑤ひとり喜らしの高齢者が緊急時に関係機関へ通報できるシステム
⑥公共スホ

°
ッ施設や公民館等の空き状況の確認 予約 結果の確認、講座内容の問い合わせや応募がドツ]ンや電話等でできるシステム

〇]ミュすィ活動、ホ
Ⅲ
ランティア活動など住民参加による地域社会づくりを支援するシステム

③子ともたちが学校で自由に]ンピュタを使うことができる環境の整備
③ヨンと

°
■ヽ夕を活用した在宅勤務の導入など女性の社会進出を支援するシステム

①自宅で商店街の情報が入手できたり、買い物ができるシステム  ① 魅力ある鹿児島の観光情報を県内外へ発信していくシステム
⑫自宅で図書館の図書 資 料の検索や予約ができるシステム
Olt域の産業を活性化するため企業活動を支援するシステム

①欲しい行政情報が簡単に入手できるシステム
⑤高齢者の積極的な社会参加を促すためのウヒ°ュタの活用
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④情報ニーズとその入手方法

[日常生活においてよく利用する情報 (複数回答)]

気象 災 害情報

医療 保 健情報

政治 経 済情報

レジャー 娯 楽情報

買い物情報

道路 交 通情報

文化 教 奏情報

福祉情報

市政情報

環境情報

求人等企業情報

教育情報

観光 特 産品情報

図書館情報

その他

回答総数 N=936

[よ く利用する情報の入手方法 (複数回答)]

テ レビ ラ ジオ

新聞

害籍 雑 誌

チラシ類

自治体広報紙

会話

町内会の回覧板

電話

インターネッ ト

ダイレク トメール

フアクシミリ

パソコン通信

キャプテンサービス

その他

21 4%

1189比
1 0 8 招

9 3%

188%

2 2艦

1研
1 2%

0 6昭
0琳 |

回答総数 N=938

27 8%
2b 6%

93ね%

0銘   10%  20%  30%  40%  50%  60%  70%  80%  90%  100%
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[情報の入手に関する清足度]

不満である 20人 (2平%)「満足している 49人 (53%)

やや不満である

1 5 8人 ( 1 7 0 % )

ほぼ満足 している

33 6人 (3 6 2 % )

どちらともいえない

36 4人 (3 9 3 % )

[情報入手に関 して不満な理由 (複数回答)]

(大都市等に比べ)情 報量が少ない

(大都市等に比べ)情 報が遅い

情報の入手方法がわからない

信頼できる情報が少ない

情報を入手するための経費が高い

情報が多すぎて選択に困る

その他

回答総数 N=177
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③情報化の進展に伴う課題

[情報化への期待 (複数回答)]

欲 しい情報がす ぐ入手できる

高齢者や陣書者が喜 らしやす く
なる

安全で住みよいまちづ くりにつ
ながる

知識 教 育を高める機会が増
える

行政サービスの向上につながる

地域間の情報の格差がなくなる

地域経済が活性化され企業活動
が活発になる

遠 くの人、多 くの人との情報の
やりとりが活発になる

仕事や家事が省力化され自由時
間が増える

その他

回答総数 N=343

[情報化への不安 (複数回答)]

ブライバシーが侵書きれる

情報通信機器の扱いができない人は情
報化から取 り残される可能性がある

新 しい機器の購入寅や通話料等の経
済的負担が増える

情報が氾濫 し、情報に振 り回される
ことになる

]ンピユタ犯罪や事故なとが発生 し社会
的な混乱が起きる

人と人とのふれあいが少な くなる

情報通信機器を使うことでス トレス
がたまる

ますます情報が大都市に集中 し、地
方との情報格差が拡がる

19 9%

177%

1 5 1 7 %

1 5 , %

20%

1 4郭

10 0%

40 3%

4617%

4616%

41 1%

41 0%

,8 5%

5613%

53 7招

その他

特に不安はない

1 7%

2 6%

回答総数 N=935
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本編中の用語解説

アプリケー シ ョン

コンピュー タの実務 白適用業務処理のためにつ くられた ソフ トウェア。

ンターネッ ト

それぞれ独立したコンピュータのネ ットワーク同士を、さらにネ ットワーク化 し

一つの大きなネ ットワークを形成 したもの。インターネットに加入すれば、市内

通話料金で全世界の人々と情報交換が可能になる。 さらにホームページを開設す

ると、自らの情報を発信することができる。

インキュベー ト

起業家精神 を持つ実業家に、場所 ・資金 。人材 ・経営 コンサルティングな どを提

供 して、その発足を助けること。

インター ンシップ制度

企業な どの実習訓練。大学生が企業で短期間働 く 「試 し就職」な ど。

エコビジネス

環境重視、環境保護ニーズに対する企業活動 (技術 ・製品 ・サー ビス)の こと。

コ ミュニテ ィ FM

超短波放送 の一つ で、出力 10ワット以下の微 弱 な電波 を市町村 ごとに割 当て、地域

に密着 した きめ細 かな情報 の提供 を行 うもの。

コンテン ト

パ ソコンな どで処理 され るソフ トウェアの情報の中身。

シ ミュ レー シ ョン

模擬 実験。 多 くのデー タを基 に現実の場面 を想 定 してモデル 問題 を作 り、事態 の

変化 ・進展 を分析 ・予測す る方法。

情報通信基盤

電話回線、通信衛星、 C A T V、 移動体通信用の基地局など情報通信を行 うため

に必要 となる基盤のこと。

情報 リテラシー

情報活用能力。単に情報機器の操作能力だけを指すのではな く、膨大に増えてい

く情報か ら必要な情報 を選択 して入手できる能力な ど高度情報通信社会のメ リッ

トを享受 して生活するために必要な能力全般 を指す。

スタン ドア ロー ン

OA機 器で、他の機器 と接続 しないで、独立 して機能す る機器。
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セキュ リティ

直訳すれば安全な どのこと。 ここでは、内部情報が外部に漏れないようにす るこ

とや、データの損失 ・破家を防 ぐこと等を意味す る。

ゼ ロエ ミッシ ョン

環境 問題 に対応 し、廃棄物 を出 さない製造技術 の開発 を 目指す 「廃棄物ゼ ロ計

画」 の こ と。

ソフ トウェア

コンピュータを利用するための技術。また、機械類 (ハー ドウェア)が 機能する

のに必要な情報要素。

知的所有権

人間の精神的な創作や産業活動上の識別標識 に関す る権利。特許、実用新案、意

匠、商標の工業所有権 と著作権な ど。

デー タベース

大量の情報をコンピュータに蓄積 し、その中か ら、必要な ときに必要なデー タを

取 り出す ことができるよ うに したファイル。

デジタル化

文字や写真、画像な どの情報を電子信号 (デジタル)に 変換 し、コンピュー タ内

に蓄積す ること。

電子 モール

イ ンターネ ッ ト等のネ ッ トワー ク上 に仮想 商店街 を開設 し、多様 な商品サー ビス

の販売 な どを行 うもの。

ビゲー ションシステム

経路誘導システム。

ナ

光ファイバー

純高度の石英ガラス等でできた透明の細い線。音声 ・デー タ ・画像などの電気信

号をレーザー光線の強弱により伝送する通信回線用のケーブル。従来の動線でで

きた通信ケーブルに比べ、大容量のデータを瞬時に送 ることが可能である。

マルチメディア

デジタル化 された情報 を基礎 として、文字、数字、音声、静止画、動画などの複

数のメデ ィアを統合 して扱える方式のこと。

リンク

インターネット上で、あるホームページから別のホームページヘアクセスするこ

と。

ウ
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A T V ( C a b  e  T e  e v  s i o n )

電波ではな く、ケーブル (通信線)を 利用 してテ レビ番組を送信するシステム、

またはサー ビス。 当初は山問部等の地域の難視聴対策のために地上波テ レビ放送

の再送信 を 目的 として始め られたが、その後、地上波以外のテ レビ番組 (衛星放

送等)や 地域独 自の番組な ど多 くの番組を放送 した り、 さらには双方向性 を持つ

「都市型 CATV」 が出現 している。

C D 一R O M ( C o m p a c t  D  s c  R e a d  O n  y  M e m o r y )

読み込み専用のコンパ ク トデ ィスク。大量な情報を蓄積でき、 しかも安価である

ため動画 ・音声などのマルチメデ ィアを駆使 した情報の提供の際に利用 され る。

C G  ( C  o m p u t e r  G  r a p h i c s )

ヨンピュータを使つた図形処理技術や、それにより作成 された図形な ど。立体的

な表現に優れ、デザイン、設計及びシ ミュレーシ ョンな どに利用 される。

N C C ( N e w  C o m m o n  C a r r  e r )

電気通信事業の 自由化 に伴い、第一種電気通信事業者 として新規参入 した企業。

N P O ( N o n  P 「o f  t  O r g a n  z a t i o n )

法人格 を有 し、公共サー ビスを行 う民間非営利組織。医療 ・福祉や環境保全、災

害復興、地域お こしな ど様々な分野で活動する団体が含まれる。

O C N ( O  p e n  C  o m p u t e r  N  e t w o r k )

通信 コス トの低減を図るため、NT Tが 1 9 9 6年1 2月に開始 したネ ッ トワークサー

ビス。毎秒 12 8キロビッ トの通信回線の場合は月額38 , 0 0 0円。

P H S ( P  c r s O n a  H  a n d y p h o n e  S  y s t e m )

簡易型携帯電話。家庭やオフィスで利用 しているコー ドレスホンをそのまま屋外

に持ち出 して使 えるシステム。デジタル方式なので通話品質が高 く、デー タ通信

に適 している。
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